
大間原子力発電所審査資料 

資料番号 OM1－CA149－R00 

提出年月日 2021 年 6 月 3 日 

 

大間原子力発電所 

基準津波策定のうち地震による津波について 

（コメント回答） 

（補足説明資料） 

 

 

2021 年 6 月 

電源開発株式会社 

 



大間原子力発電所

基準津波策定のうち

地震による津波について

（コメント回答）

（補足説明資料）

2 0 2 1 年 ６ 月 ３ 日

電源 開発株 式会社

資料○－２



○ 「第615回審査会合」及び「第646回審査会合」での資料の誤りに関わる対応を踏まえ，本資料にて過去の審査会合資料を引用する際の
注記を下記のとおりとする。
・ 右上の注記

再掲 ： 過去の審査会合資料を，そのまま引用する場合
一部修正 ： 過去の審査会合資料の内容を，一部修正する場合
誤りを修正 ： 過去の審査会合資料の誤りを，正しい記載とする場合

・左下の注記
修正した誤りの内容を記載 （誤りの修正がある場合）



（余白）



指摘事項（１／５）

・ 本資料では，審査会合の指摘事項については，下表のとおり回答する。

本資料でご説明 ご説明済み次回以降ご説明
ⅰ

No. 項目 指摘時期 コメント内容 該当箇所

S5-12 共通事項 第467回会合 (H29.5.12)
津波シミュレーションに用いる海底地形図について，平成８年の深浅測量結果を用いたと記載されているが，
その後の地形変化の状況を確認し，最新の地形にするなど，適切に対応すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-1 共通事項 第446回会合 (H29.2.24)
敷地で評価すべきラインに対して最も影響のある波源パラメータを抽出する観点から，評価水位抽出位置を
ライン状に設定した津波の水位分布も示すこと。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-4 日本海東縁部 第446回会合 (H29.2.24)
日本海東縁部の波源モデルのパラメータスタディについて，アスペリティ位置については，更に細かく移動さ
せたパラメータスタディを行い，最も影響がある位置となっているかを確認したうえで，敷地に最も影響がある
パラメータを抽出していることを説明すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-3 日本海東縁部 第446回会合 (H29.2.24)
日本海東縁部の波源モデル設定において，すべり量を12ｍと設定した妥当性を確認するため，Ｍoを先に設
定してすべり量を算出する等の他の方法による波源モデル設定についても検討し，すべり量の妥当性を説
明すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-27 日本海東縁部 第553回会合 (H30.3.2)
日本海東縁部に想定される地震に伴う津波に関して，説明性向上の観点から，日本海沿岸において，大間
地点で最高水位及び最低水位となるケースの計算津波高と，津波痕跡高及び根本ほか(2009)の再現計算
津波高とを比較すること。

平成30年9月21日第627回
審査会合でご説明済み

S5-40 日本海東縁部 第868回会合（2020.6.19)

日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の想定波源域の設定，及び基準波源モデルの設定について，
地震調査研究推進本部（2003）や土木学会(2016)等の文献を引用するだけでなく，以下の内容を含めて申請
者の考え方を整理するとともに，資料構成を再整理すること。

2021年4月2日第962回
審査会合でご説明済み

なお，太平洋側のプレート間地震の検討波源についても同様に適宜修正すること。
本編資料P.2.3.1-4，P.2.3.1-5，
P.2.3.1-11，P.2.3.1-12

・日本海東縁部の地震は，東西圧縮場という中で起こっている特殊な地震であり変動幅があることを踏まえ，
日本海東縁部の特性について整理。

2021年4月2日第962回
審査会合でご説明済み

・日本海東縁部に想定される地震の検討に際して，地下構造の考慮と端部設定の根拠，その上で想定波源
域を南北340km，東西50kmとし設定した理由。

・設定した波源モデルにおいて８ケースの断層面を考えた理由，及び断層傾斜角・傾斜方向設定の考え方。

・根本ほか(2009)のアスペリティモデルを採用した理由，及びこのアスペリティモデルであれば保守性を担保
できるとした理由，並びに最大すべり量を12ｍに設定した根拠。

・大角ほか(2018)等，前回の審査会合以降の新たな文献を確認のうえ，敷地への影響を踏まえて整理。

S5-41 日本海東縁部 第868回会合（2020.6.19)

日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の，想定波源域を考慮のうえ設定する基準波源モデルを対象に
行う不確かさの検討について，以下を考慮のうえパラメータスタディ実施の要否も含めて整理表を作成のうえ
説明すること。

2021年4月2日第962回
審査会合でご説明済み

・ライズタイムについて，パラメータスタディを実施しない理由。

・概略パラスタにおいて，南部のみにアスペリティを配置したケースを実施した理由。

・詳細パラスタにおいて，断層上縁深さ５km以深のケースを実施しない理由。

S5-49 日本海東縁部 第962回会合（2021.4.2)
想定波源域設定のうち，南北方向の設定について，東西方向と同様に深さ方向も含めたものであるなら，そ
の旨分かるように記載を適正化すること。

本編資料P.2.2-18，P.2.2-20，
P.2.2-29



指摘事項（２／５）

・ 本資料では，審査会合の指摘事項については，下表のとおり回答する。

本資料でご説明 ご説明済み次回以降ご説明
ⅱ

No. 項目 指摘時期 コメント内容 該当箇所

S5-50 日本海東縁部 第962回会合（2021.4.2)
設定した傾斜方向・傾斜角の検討パターンのうち，想定波源域からはみ出すパターンについて，津波評価上，
保守側の設定になると記載されている。具体的に何に対して保守側の設定となっているのか，記載を充実さ
せること。

本編資料P.2.2-31

S5-5 三陸沖から根室沖 第446回会合 (H29.2.24)
三陸沖から根室沖の波源モデルのパラメータスタディについて，敷地に最も影響があるパラメータを抽出して
いるかを確認すること。超大すべり域を南端とする等のパラメータスタディを行い，固有周期との関係も分析
して，最も影響がある位置となっているかを説明すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-6 三陸沖から根室沖 第446回会合 (H29.2.24)
三陸沖から根室沖の波源モデルの妥当性について確認する必要がある。北東端については，納沙布断裂
帯が破壊のバリアとの説明であるが，地震学的知見，測地学的知見等のデータを補強し，検討すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-7 三陸沖から根室沖 第446回会合 (H29.2.24)
三陸沖から根室沖の波源モデルのうち，大すべり域と超大すべり域のすべり量について，基本すべり量に対
してそれぞれ２倍，４倍とした妥当性を説明すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-8 三陸沖から根室沖 第446回会合 (H29.2.24)
三陸沖から根室沖ではＭ９クラスの地震による津波の知見がないため，波源モデルの妥当性の確認がポイ
ントとなる。ガイドに記載された検討事例や，杉野ほか（2014）のように広域的な津波の再現性が確認された
知見を参照し，その妥当性を説明すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-9 三陸沖から根室沖 第446回会合 (H29.2.24) 三陸沖から根室沖の波源モデルについて，分岐断層をどのように反映しているのか説明すること。
平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-28 三陸沖から根室沖 第553回会合 (H30.3.2)
三陸沖北部から根室沖に想定されるプレート間地震に伴う津波に関して，事業者が独自に設定した基準波
源モデルのパラメータが，東北地方太平洋沖地震の津波痕跡高を再現することを確認する等により，基準波
源モデルの設定手順の妥当性を示すこと。

平成30年9月21日第627回
審査会合でご説明済み

S5-29 三陸沖から根室沖 第553回会合 (H30.3.2)

基準波源モデルを"選定する妥当性"を説明すること。例えば，三陸沖北部から根室沖に想定されるプレート
間地震に伴う津波の検討の際には，津軽海峡開口部付近の太平洋沿岸において，複数の基準波源モデル
による計算津波高と，過去の津波による痕跡高との比較等を示すこと。なお，その際，大すべり域，超大すべ
り域の位置関係等が分かるように，波源モデル図を重ねた図も提示すること。

平成30年9月21日第627回
審査会合でご説明済み

S5-30 三陸沖から根室沖 第627回会合 (H30.9.21)
「三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波」の基準波源モデル策定の手順及び考え方のフロー図にお
いて，基準波源モデル①及び②の設定にあたり3.11地震による津波の再現性をどのように反映したのかを
示し，基準波源モデル③～⑥との関連性を含め基準波源モデル①及び②の妥当性を説明すること。

2021年2月19日第949回審査
会合でご説明済み

S5-31 三陸沖から根室沖 第627回会合 (H30.9.21)
基準波源モデル③，④の策定に関わり，「宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル」に対
する，3.11地震による津波の再現性確認を，４地点の観測波形等で実施したとしているが，これらによりどの
ように再現性があると判断したのかを説明すること。

2021年2月19日第949回審査
会合でご説明済み

S5-32 三陸沖から根室沖 第627回会合 (H30.9.21)
「三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波」に関して，津軽海峡開口部付近の沿岸における計算津波
高について，基準波源モデル①及び②と，基準波源モデル⑥とを比較できるように提示し，基準波源モデル
①及び②が大間独自のモデルとして設定されている位置付けを説明すること。

2021年2月19日第949回審査
会合でご説明済み

S5-33 三陸沖から根室沖 第627回会合 (H30.9.21)

「三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波」の基準波源モデル⑥に関して，3.11地震の津波に対して
広域の津波特性を考慮した特性化モデルでは１つとなっている大すべり域を，三陸沖から根室沖の波源を設
定する際に２つに分割するとした考え方，妥当性について説明すること。また，合わせて面積比率の考え方
も説明すること。

2021年2月19日第949回審査
会合でご説明済み



指摘事項（３／５） 本資料でご説明 ご説明済み次回以降ご説明
ⅲ

・ 本資料では，審査会合の指摘事項については，下表のとおり回答する。

No. 項目 指摘時期 コメント内容 該当箇所

S5-34 三陸沖から根室沖 第627回会合 (H30.9.21)

「三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波」の各基準波源モデルの設定のフローについて，以下のと
おり記載の充実，修正等を行い説明すること。
・基本すべり量と，平均すべり量との関係について，より記載を充実させること。
・すべり量，すべり角の設定のうち，すべり量の補正に関する記載，及びすべり角に関する記載について，適
切な記載に修正すること。

2021年2月19日第949回審査
会合でご説明済み

S5-35 三陸沖から根室沖 第627回会合 (H30.9.21)

「三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波」の基準波源モデルの妥当性確認のため，計算津波高と既
往津波高との比較に関して，本資料で着目すべき太平洋側の沿岸から津軽海峡入口の範囲とそれぞれの
津波高を明示すること。また，基準波源モデル①～⑥による計算津波高が，津軽海峡に入る前にどのような
傾向を示すのか，津軽海峡内に入り敷地においてどのような傾向を示すのかを示すこと。

2021年2月19日第949回審査
会合でご説明済み

S5-43 三陸沖から根室沖 第949回会合（2021.2.19)

三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波の基準波源モデルの設定に関して，以下の知見･文献等を
追加し，記載の充実を図ること。

本編資料P.2.3.1-40～
P.2.3.1-44

・波源モデル③及び④の大すべり域・超大すべり域の設定根拠となる，青森県東方沖及び岩手県沖北部の
すべり域に関する知見･文献。 本編資料P.2..3.1-51～

P.2.3.1-66，P.2.3.1-85～
P.2.3.1-88・波源モデル②

※
の設定根拠の一つとして，北海道東部沿岸等の津波堆積物が高く分布する位置を考慮した

超大すべり域の位置設定の根拠と考え方。

・波源モデル①
※

の大すべり域・超大すべり域の設定根拠となる島弧会合部等の知見・文献，及びパラスタを
実施するにあたり十勝沖・根室沖の超大すべり域の位置を西寄りに固定していることの妥当性。

本編資料P.2.3.1-69～
P.2.3.1-81，P.2.3.1-99，
P.2.3.1-103，P.2.3.1-108

S5-44 三陸沖から根室沖 第949回会合（2021.2.19)
基準波源モデル③及び基準波源モデル④の想定津波群とイベント堆積物及び内閣府（2020）の想定津波群
を比較し，基準波源モデル③，④の妥当性を説明すること。

本編資料P.2.3.1-137，
P.2.3.1-140

S5-45 三陸沖から根室沖 第949回会合（2021.2.19)
基準波源モデル①

※
～⑥

※
の概略パラメータスタディ最大ケースを対象に，動的破壊特性の不確かさを考慮

した検討を実施し，水位上昇側及び水位下降側の決定ケースが変わらないことを確認すること。
補足説明資料P4.4-2～
P.4.4-17

S5-46 三陸沖から根室沖 第949回会合（2021.2.19)
基準波源モデル①

※
～⑥

※
の概略パラメータスタディ結果について，敷地前面における最大水位上昇量の分

布に加えて，敷地前面における評価水位抽出位置での比較も示すこと。
本編資料P.2.3.1-137，
P.2.3.1-139

S5-47 三陸沖から根室沖 第949回会合（2021.2.19)
基準波源モデル⑤

※
，⑥

※
について，「津波工学的な観点に基づくモデル」と位置付けされているが，他のモ

デルは工学的ではないと誤解を招く恐れがあるので，名称を再考すること。
本編資料P.2.3.1-6

S5-48 三陸沖から根室沖 第949回会合（2021.2.19)
内閣府（2020）の津波波源モデルと国内外で発生したM９クラスの巨大地震の断層パラメータ等の比較から，
内閣府（2020）から得られる知見の基準津波への反映方法・位置づけを再整理すること。

本編資料P.2.6-17～P.2.6-21

S5-10 三陸沖 第446回会合 (H29.2.24)
海洋プレート内地震による津波の方が，プレート間地震による津波よりも，敷地への影響が本当に小さいこと
を確認したいので，詳細パラスタを実施すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-11 チリ沖 第446回会合 (H29.2.24)
1960年チリ津波の再現モデルについて，K&Cモデルから断層幅とすべり量を修正しているのであれば，修正
内容が分かるように追記すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

※第962回会合までの「基準波源モデル①」は，今回「基準波源モデル⑤」に呼称を変更。同様に②は⑥，⑤は②，⑥は①-1に変更。（本編資料P.2.3.1-2参照）



指摘事項（４／５）

・ 本資料では，審査会合の指摘事項については，下表のとおり回答する。

本資料でご説明 ご説明済み次回以降ご説明
ⅳ

No. 項目 指摘時期 コメント内容 該当箇所

S5-26 津波堆積物 第467回会合 (H29.5.12) 大間崎東側の後背湿地を，津波堆積物調査対象地点から除く根拠とした調査結果を説明すること。
平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-25 津波堆積物 第467回会合 (H29.5.12)
津波堆積物調査のうち，奥戸地点のイベント堆積物を津波堆積物として認定しなかった理由について，どのよ
うに層厚を認定したのか等，資料を整理し説明すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-24 津波堆積物 第467回会合 (H29.5.12)
加瀬他(2016)が実施した奥尻島の津波堆積物調査の結果など，申請以降の最新文献についても，どのような
ツールを用いて調査を行ったかのプロセスも含め説明すること。

平成30年3月2日第553回
審査会合でご説明済み

S5-13 陸上の斜面崩壊 第467回会合 (H29.5.12)
佐井エリアの地すべりブロック⑥，⑦，⑧など，近接していても別々の地すべりと評価するのであれば，根拠を
充実させる必要があると考えられる。一塊として評価するか否かも含め，再度検討し説明すること。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-15 陸上の斜面崩壊 第467回会合 (H29.5.12)
検討対象とする地すべり地形として佐井を選定しているが，敷地からの距離，概算体積だけでなく，地すべり
地形の傾斜角，すべりの進行方向，水深なども影響すると考えられる。簡易予測式を用いた評価も実施し説
明すること。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-14 陸上の斜面崩壊 第467回会合 (H29.5.12)
二層流モデルを陸上に適用する妥当性という観点から，Kawamata et al.(2005)における既往津波の再現性を
説明すること。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-16 陸上の斜面崩壊 第467回会合 (H29.5.12)
二層流に用いた佐井の崩壊量が過小評価となっていないか確認したいので，崩壊地形の断面をいくつか提示
し，地すべり形状が問題ないことを説明すること。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-17 海底地すべり 第467回会合 (H29.5.12)
P.38の「海底地すべりに起因する津波の検討フロー」において，海底地すべりを一塊として考慮するか否かを
判断する際に，崩壊時期が区別できたとしても，必ずしも別々にすべるとは限らない。適切な記載を検討する
こと。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-20 海底地すべり 第467回会合 (H29.5.12)
津軽海峡内の海底地すべり抽出の際，地形の急傾斜部に地すべり地形は無かったことを確認したいので，海
保のM7000シリーズ海底地形データ等の資料を整理のうえ説明すること。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-18 海底地すべり 第467回会合 (H29.5.12)
検討対象海底地すべり地形の選定について，「地すべり地形の比高・傾斜」，「水深」，「敷地からの距離」等も
比較し整理したうえで，説明すること。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-19 海底地すべり 第467回会合 (H29.5.12)
Ms-2の崩壊量の算出方法について，どのようなプロセスですべり線を設定したのか，また，二層流モデルに
おけるモデル化も含めて，より明確なフローを作成し説明すること。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-21 海底地すべり 第467回会合 (H29.5.12)
海底地すべりのすべり面の設定について，「乱れた地層の下限」，「Ｂ層下面」及び「地すべり移動体を確認し
設定」するとしており，それぞれ設定の仕方が違っているが，どれが支配的で，どれが多かったのか，音波探
査記録の反射面等を用いて説明すること。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み



指摘事項（５／５） 本資料でご説明 ご説明済み次回以降ご説明
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No. 項目 指摘時期 コメント内容 該当箇所

S5-39 津波堆積物 現地調査 (H30.11.15）

津波堆積物ボーリングコアに関して，OM-5のリカバリー孔の深度1.5ｍ付近の砂状の堆積物について，堆積
物中の礫の状況など再度確認し，イベント堆積物等であるか否か再度検討し説明すること。
また，リカバリー孔についても審査会合資料として説明するとともに，補足説明資料等で該当データを提示す
ること。

2020年6月19日第868回審査
会合でご説明済み

・現地調査（平成30年11月15～16日）の指摘事項については，下表のとおり。

No. 項目 指摘時期 コメント内容 該当箇所

S5-22 海底地すべり 第467回会合 (H29.5.12) ハワイ付近の大規模な海底地すべりの影響について，説明すること。
平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-23 火山現象 第467回会合 (H29.5.12)
渡島大島山体崩壊に関し，kinematic landslideモデルのパラメータである水平移動速度Ｕと比高変位継続時間
Ｔについて，二層流モデルの解析値を説明すること。

平成30年6月8日第585回
審査会合でご説明済み

S5-36 波源の組合せ 第627回会合 (H30.9.21)
地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せに関して，日本海東縁部に想定される地震に伴う津
波と，佐井エリアの斜面崩壊に起因する津波とを組合わせることの妥当性，取水口前面位置において，水位
時刻歴波形を線形に足し合わせて算出している妥当性を説明すること。

2020年6月19日第868回審査
会合でご説明
次回以降，再度ご説明

S5-2 共通事項 第446回会合 (H29.2.24)
津軽海峡内での津波の伝播では，反射による増幅や山体崩壊による津波等の周期特性による影響を検討
する必要がある。津軽海峡内の固有周期を含めて，津軽海峡内の津波の伝播について分析すること。

平成30年9月21日第627回
審査会合でご説明済み

S5-37 全般事項 第627回会合 (H30.9.21)
波源パラメータの設定の記載等において，原論文として引用した土木学会(2002)と，土木学会(2016)とが混
在している。最新の文献である土木学会(2016)に統一するか，あるいは，土木学会(2002)を引用するのであ
ればその理由を記載すること。

2020年6月19日第868回審査
会合でご説明済み

S5-38 全般事項 第627回会合 (H30.9.21)
防波堤等の有無が津波に与える影響に関して，防波堤が有った方が津波が大きくなるという結論について，
各ケースの検討結果をまとめたうえで説明すること。

2020年6月19日第868回審査
会合でご説明
本編資料P.2.8-2～P.2.8-13

S5-42 全般事項 第868回会合 (2020.6.19)
防波堤の有無の影響検討について，防波堤が有る場合に水位変動量が最大となるケースの波源と，無い場
合に水位変動量が最大となるケースの波源が異なることを踏まえ，無い場合の波源も組合せの対象として採
用すること。

次回以降ご説明

・ 本資料では，審査会合の指摘事項については，下表のとおり回答する。



評価の概要
本資料でのご説明範囲（コメント回答他）

次回以降のご説明範囲 ご説明済みの範囲

ⅵ第962回審査会合

資料1-1 P.ⅷ一部修正

三陸沖から根室沖の
プレート境界付近

津波発生要因の選定 検討波源の選定 津波の評価 基準津波の策定

【地震による津波】

既往津波に関する文献調査
により，詳細検討を行う津
波発生要因を選定。

津波堆積物調査により，津
波堆積物の分布を確認。

日本海東縁部

チリ沖の
プレート境界付近

【三陸沖から根室沖】

■プレート間地震

■海洋プレート内地震

奥尻海盆東縁断層等の連動など

【海域の活断層による地殻内地震】

【チリ沖】

【日本海東縁部】

【地震以外の要因による津波】

【地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ】

敷地付近の想定津
波群の包絡線が既
往津波高等を上回
っていること及び，
敷地の基準津波が
行政機関の津波評
価を上回っている
ことを確認

基準津波に対する
安全性

年超過確率

取水性の確保

日本海東縁部で最大規模の1993
年北海道南西沖地震津波を再現
するモデルを上回る規模の連動
とすべりの不均質性を考慮した
波源モデルを設定
（Mw8.1，8.2）

＜基準波源モデルの設定＞

基準津波の策定
波源特

性の不確
かさ考慮
（ﾊﾟﾗﾒｰﾀ
ｽﾀﾃﾞｨ）

陸上の斜面崩壊

海底地すべり

火山現象

地震による津波と陸上の斜面崩
壊に起因する津波の組合せ

敷地周辺海域の海底地形調査に基
づき海底地すべり地形を抽出

渡島大島の山体崩壊

佐井エリアに波源モデルを設定
（V＝0.08㎞3）

下北半島西部北東沖に波源モデ
ルを設定（V=0.52㎞3）

1741年の崩壊量と同規模の崩壊
量を考慮（V=2.1km3)

2011年東北地方太平洋沖地震
に伴う津波の波源モデルを参
考に連動とすべりの不均質性
を考慮した波源モデルを設定
（Mw9.0）

国内外で最大規模の1933年昭
和三陸津波を再現するモデル
を上回る規模（Mw8.6）を考慮

歴史上最大規模の超巨大地震
1960年チリ地震津波を再現する
モデルを考慮（Mw9.4）

断層長さから推定津波高を算定
する簡易式等により敷地に与え
る影響はないことを確認

青森県西方沖から北海道南西沖
に想定される地震

チリ沖に想定される地震

海域活断層

複数の手
法を用い
て評価

各津波の最大ケースを組合せ
地震：日本海東縁部に想定される地震，内閣府(2020)
陸上斜面崩壊：佐井エリア

敷地周辺斜面部の地形調査に基づ
き斜面崩壊地形を抽出

（参照）

三陸沖から根室沖に想定される
地震

（プレート間地震と津波地震の連動）

・敷地における最高水位

・取水口ｽｸﾘｰﾝ室前面
における最低水位

行政機関が想定する波源モデルによる検討

三陸沖の海溝軸沖合に想定され
る地震

【既往津波の検討】

防波堤
等の影響
検討

防波堤
等の影響
検討

■プレート内地震



（余白）
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日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の波源設定に関わり，地方自治体による波源モデル
等について情報を整理し，それらの津波による敷地への影響について検討した。

２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル
第868回審査会合
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２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（１／１０）

• 日本海東縁部に想定される地震に伴う津波の波源設定に関わり，地方自治体による波源モデル等について情報を整理した。
 日本海東縁部における既往最大の地震は，1993年北海道南西沖地震（断層長さ131km，Mw7.84）である。
 既往最大規模相当を想定した自治体は，北海道・青森県。
 既往最大を上回る地震規模を想定した自治体は，秋田県・山形県・新潟県・石川県・福井県・鳥取県・島根県である。
 最も地震規模が大きいモデルは，秋田県の断層長さ350km，Mw8.69である。

自治体名
最大規模の地震

想定位置
断層長さ マグニチュード

北海道（2013）（2） － （M7.8） 北海道南西沖など

青森県（2015）（3） － Mw7.9 青森県西方沖

秋田県（2013）（4） 350km Mw8.69 青森県西方沖～佐渡島北方沖

山形県（2012）（5） － ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ8.5 佐渡島北方沖

新潟県（2016）（6） － Mw8.09 秋田県沖～新潟県北部沖

富山県（2012）（7） － － －

石川県（2012）（8） 167km Mw7.99 佐渡島北方沖

福井県（2012）（9） 167km Mw7.99 佐渡島北方沖

鳥取県（2012）（10） 222km Mw8.16 佐渡島北方沖

島根県（2012）（11） 223km Mw8.01 佐渡島北方沖

山口県（2015）（12） － － －

地方自治体の想定地震

地震調査研究推進本部（2003）（1）に一部加筆

地震調査研究推進本部（2003）（1）

想定地震の震源域・規模（参考）
既往最大の地震

131km Mw7.84 1993年北海道南西沖地震

第868回審査会合
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２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（２／１０）

北海道（2013）（2）

• 地震調査研究推進本部(2003) （1）等を活用して最大Ｍ7.8の地震を想定して
いる。

想定地震一覧

想定地震位置図 北海道(2013) （2）

北海道(2013) （2）に一部加筆

M7.8

M7.8

M7.4

M7.5

M7.8

M7.7

想定波源域 青森県(2015) （3）

想定モデル 青森県(2015) （3）

■青森県想定

青森県西方沖Mw=7.9

青森県（2015）（3）

• 地震調査研究推進本部
(2003)（1）が示す青森県
西方沖にMw7.9の地震を
想定している。
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２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（３／１０）

秋田県（2013）（4）

• 単独地震として３領域を設定した上で，さらに連動地震として３領域同時破壊を想
定した断層長さ350km，Mw8.69の地震を想定している。

山形県（2012）（5）

• 地震調査研究推進本部(2003) （1）が示す佐渡島北方沖の空白域にマグニチュード
8.5の地震を想定している。

波源モデル位置図 秋田県(2013) （4）

秋田県の波源モデルのパラメータ

秋田県（2013） （4）に一部加筆

波源位置図 山形県(2012) （5）に一部加筆

想定震源域及び地震規模

山形県(2012) （5）に一部加筆

第868回審査会合

資料2-2 P.83再掲

2-5

N



２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（４／１０）

新潟県（2016）（6）

富山県（2012）（7）

• 海域活断層による津波のみ想定しており，日本海東縁部の地震による津波は想定していない。

新潟県(2016) （6）に一部加筆

想定地震位置図 富山県(2012) （7）

• 地震調査研究推進本部(2003) （1）を参照し，佐渡島北方沖地震として最大Mw7.80を設定し，さらに３連動地震としてMw8.09
の地震を想定している。

新潟県(2016) （6）に一部加筆

想定地震パラメータ

富山県(2012) （7）

第868回審査会合
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２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（５／１０）

石川県（2012）（8）

福井県（2012）（9）

福井県 (2012) （9）に一部加筆

• 徳山ほか（2001）（13）「日本周辺海域の第四紀
地質構造図」が示す活断層を基に，Mw7.99の地
震を想定している。

石川県(2012) （8）に一部加筆

想定地震位置図 石川県(2012) （8）に一部加筆

想定地震パラメータ

想定地震位置図 福井県(2012) （9）に一部加筆

想定地震パラメータ

• 徳山ほか（2001）（13）「日本周辺海域の第四紀地質構造図」が示す活断層を基に，
Mw7.99の地震を想定している。

第868回審査会合
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２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（６／１０）

鳥取県（2012）（10）

島根県（2012）（11）

島根県 (2012) （11）に一部加筆

鳥取県(2012) （10）に一部加筆

鳥取県(2012) （10）に一部加筆

想定地震位置図 島根県(2012) （11）

想定地震パラメータ

想定地震位置図

想定地震パラメータ

• 地震調査研究推進本部(2003) （1）を参照し，佐渡島北方沖の領域に最大Mw8.16
の地震を想定している。

• 地震調査研究推進本部(2003) （1）を参照し，佐渡島北方沖の領域に最大Mw8.01
の地震を想定している。

第868回審査会合

資料2-2 P.86再掲

2-8

N

N



２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（７／１０）

山口県（2015）（12）

山口県(2015) （12）想定地震位置図

• 海域活断層による津波のみ想定しており，日本海東縁部の地震による津波は想定していない。

第868回審査会合
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２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（８／１０）

波源モデル位置図

秋田県の波源モデルのパラメータ

秋田県（2013） （4）に一部加筆：対象波源モデル

秋田県の波源モデルによる影響検討

• 日本海東縁部の地震に関する地方自治体の
津波想定モデルのうち，津軽海峡前面海域
を含み，既往最大規模に比べ大きい規模の
波源を想定したものは秋田県の波源モデル
である。

• 当該モデルを用いて数値シミュレーション
を行い，敷地における津波水位を評価した。

• その結果，想定している日本海東縁部の地
震による津波水位が，秋田県の波源モデル
による津波水位を上回ることを確認した。

秋田県の波源モデル

波源
敷地における
最大水位
上昇量

取水口スクリーン
室前面

における最大水位
下降量

秋田県の
波源モデル

2.27m －2.22m

秋田県の波源モデルによる最大水位変動量

日本海東縁部
に想定される

地震
5.85m －3.78m

第868回審査会合
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①防波堤開口部      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0 2 1 0 2 4 0 2 7 0 3 0 0 3 3 0 3 6 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 9 0 )

(  - 1 . 7 4 )

  1 . 9 0 m ( 1 0 1 . 8 分 )

 - 1 . 7 4 m ( 2 2 3 . 6 分 )

②港内中央          

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0 2 1 0 2 4 0 2 7 0 3 0 0 3 3 0 3 6 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 0 9 )

(  - 1 . 9 8 )

  2 . 0 9 m ( 1 0 1 . 8 分 )

 - 1 . 9 8 m ( 2 2 3 . 7 分 )

③取水口CW前面      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0 2 1 0 2 4 0 2 7 0 3 0 0 3 3 0 3 6 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 1 9 )

(  - 2 . 1 6 )

  2 . 1 9 m ( 1 0 1 . 5 分 )

 - 2 . 1 6 m ( 2 2 4 . 1 分 )

④取水口SC前面      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0 2 1 0 2 4 0 2 7 0 3 0 0 3 3 0 3 6 0

時　　間　　（分）　

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 2 7 )

(  - 2 . 2 2 )

  2 . 2 7 m ( 1 0 1 . 5 分 )

 - 2 . 2 2 m ( 2 2 4 . 1 分 )

２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（９／１０）

秋田県の波源モデルによる検討結果（上昇側）

• 秋田県の波源モデルによる検討結果（上昇側）は下表のとおりである。

秋田県の波源モデル

波源 敷地における最大水位上昇量

秋田県の
波源モデル

2.27m

すべり量

水位時刻歴波形

大間原子力
発電所

秋田県の波源モデルによる最大水位上昇量

N

最大水位上昇量分布

2.27m

G領域 ⊿s=5m

第868回審査会合
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①防波堤開口部      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0 2 1 0 2 4 0 2 7 0 3 0 0 3 3 0 3 6 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   1 . 9 0 )

(  - 1 . 7 4 )

  1 . 9 0 m ( 1 0 1 . 8 分 )

 - 1 . 7 4 m ( 2 2 3 . 6 分 )

②港内中央          

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0 2 1 0 2 4 0 2 7 0 3 0 0 3 3 0 3 6 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 0 9 )

(  - 1 . 9 8 )

  2 . 0 9 m ( 1 0 1 . 8 分 )

 - 1 . 9 8 m ( 2 2 3 . 7 分 )

③取水口CW前面      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0 2 1 0 2 4 0 2 7 0 3 0 0 3 3 0 3 6 0

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 1 9 )

(  - 2 . 1 6 )

  2 . 1 9 m ( 1 0 1 . 5 分 )

 - 2 . 1 6 m ( 2 2 4 . 1分 )

④取水口SC前面      

0 3 0 6 0 9 0 1 2 0 1 5 0 1 8 0 2 1 0 2 4 0 2 7 0 3 0 0 3 3 0 3 6 0

時　　間　　（分）　

6 . 0

4 . 0

2 . 0

0 . 0

- 2 . 0

- 4 . 0

- 6 . 0

水

位

( m )

(   2 . 2 7 )

(  - 2 . 2 2 )

  2 . 2 7 m ( 1 0 1 . 5 分 )

 - 2 . 2 2 m ( 2 2 4 . 1分 )

２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル（１０／１０）

秋田県の波源モデルによる検討結果（下降側）

秋田県の波源モデル

波源 取水口スクリーン室前面における最大水位下降量

秋田県の
波源モデル

－2.22m

秋田県の波源モデルによる最大水位下降量

すべり量

水位時刻歴波形最大水位下降量分布

大間原子力
発電所

• 秋田県の波源モデルによる検討結果（下降側）は下表のとおりである。

－2.22m

G領域 ⊿s=5m

N
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３. 2011年東北地方太平洋沖地震を始めとするＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見

• 以下の手順により，三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波に対する安全評価のための波源モデルを検討する。
• 大間原子力発電所の安全評価上想定する，最新の科学的知見に基づく巨視的波源特性，微視的波源特性及び合理的な不確かさ

の考慮の検討の基礎とするため，2011年東北地方太平洋沖地震及び世界のプレート境界で発生しているＭ９クラスの巨大地震
に係る知見（地震学的・地質学的・測地学的知見）を収集・分析し，その科学的・技術的知見に基づき検討した。

■検討項目

• 固着域に関する分析
⇒ すべり量設定

• 破壊伝播の検討
⇒ 波源領域設定

■検討項目
• 平均応力降下量の設定
• 剛性率の設定
• 平均すべり量の設定
• 大すべり域，超大すべり域の設定
• プレート面形状のモデル化

■検討項目
• すべり量の不確かさ
• 大すべり域の位置の不確かさ
• 破壊様式の不確かさ

①巨視的波源特性の設定 ②微視的波源特性等の設定 ③不確かさの考慮

東北地方太平洋沖地震の地震時のすべり量の分布
地震調査研究推進本部（2019）（14）

東北地方太平洋沖型の地震

地震調査研究推進本部（2019）（14）

佐竹（2013）（15）に一部加筆

1700年カスケード
Mw9.0前後

環太平洋の大地震の分布

2011年東北地方太平洋沖地震 世界のプレート境界面で発生しているＭ９クラスの巨大地震

知見の収集・分析結果を反映

3-2
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３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（１／１７）

固着域に関する分析（１／７）：蓄積される歪みの量

宮城県沖の固着域と2011年東北地方太平洋沖地震発生域の関係

東北地方太平洋沖地震の地震時のすべり量の分布
地震調査研究推進本部（2019）（14）に一部加筆

• GPS観測データによるすべり欠損速度分布の
分析結果から，2011年東北地方太平洋沖地
震前は，宮城県沖にすべり欠損が大きな箇
所（固着が強い領域）が認められたとされ
ている。

Ozawa et al.（2011）（16）による

• 東北地方太平洋沖地震の大きなすべりは宮
城県沖の海溝寄りで発生したとされている。

地震調査研究推進本部（2019）（14）による

以上から，すべりの不均質性が認められ，宮
城県沖の固着が強い領域の位置と，地震で大
きなすべりが発生した領域の位置は整合的で
あり，この領域の強い固着の破壊により，複
数の領域に破壊が伝播し，巨大地震が発生し
たと考えられる。

宮城県沖
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2000年４月～2001年３月のすべり欠損分布と1923
年以降に発生したＭ6.8以上の地震の震央位置

Ozawa et al.（2011）（16）



３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（２／１７）

2011年東北地方太平洋沖地震震源域の応力状態変化模式図
JAMSTEC（2013）（18）

固着域に関する分析（２／７）：蓄積される歪みの量

掘削地点

地震前の応力状態

地震後の応力状態

2011年東北地方太平洋沖地震後の応力状態

赤：逆断層型
青：正断層型
緑：横ずれ型
黒：上記以外

：σ1軸
：σ3軸

■地震学的見地 ■地球物理学的見地

地震前の応力場 地震後の応力場

地震前のCMT解 地震後のCMT解

陸のプレートの応力場の変化
Hasegawa et al.（2012）（17）に一部加筆

• 地震学的・地球物理学的見地から，2011年東北地方太平洋沖地震
発生の前後で，応力状態が変化していることより，それを引き起
こした歪みはほぼ解放されたとされている。

Hasegawa et al.（2012）（17），JAMSTEC（2013）（18）による

掘削サイト
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３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（３／１７）

宮城沖及び三陸沖南部における地震発生サイクルのモデル
佐竹（2011）（19）に一部加筆

固着域に関する分析（３／７） ：蓄積される歪みの量

スーパーサイクル

津波波形のインバージョンによる2011
年東北地方太平洋沖地震のすべり分布

佐竹（2011）（19）

日本海溝沿いの各領域における固有地震と2011年型地震のすべり量と発生間隔

佐竹（2011）（19）に一部加筆

• 固有地震の発生間隔及びすべり量から算出される固有地震のすべり残し速度と， 2011年東北地方太平洋沖地震のすべり量
から，固有地震のすべり残しがプレート間の固着として蓄積され，より長い間隔で超巨大地震として解放されると考えると，
宮城県沖や三陸沖には従来の地震サイクルの上に，より長い周期のサイクル「スーパーサイクル」があるとされている。

佐竹（2011）（19）による

スーパーサイクル

スーパーサイクルスーパーサイクル
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３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（４／１７）

仙台平野における貞観津波（869年）と2011年東北地方太平洋
沖地震に伴う津波の浸水域の比較 菅原ほか（2013）（21）

固着域に関する分析（４／７）：蓄積される歪みの量

過去の巨大地震の発生サイクルと規模の比較

石巻市，仙台市，山元町，相馬市で見られた津波堆積物の地域間対比
岡村ほか（2010）（20）に一部加筆

（A）西暦1500年頃のイベント（B）貞観津波（西暦869年）
（C）西暦430年頃のイベント （D）紀元前390年頃のイベント

• 仙台平野等においては，貞観津波（869年）と2011年東北地方太平洋沖地震の浸水域や津波堆積物の到達限界は殆ど重なる
とされている。

菅原ほか（2013）（21），行谷ほか（2010）（22），宍倉ほか（2012）（23）による

以上から，過去にも同じ海域で2011年東北地方太平洋沖地震と同等規模の津波を発生させる地震が発生していたと推定される。

3.1-5
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• Ide et al.（2011）(24)は，3.11地震の地震波の解析に基づき，以下の見解が示されている。

 3.11地震は，①浅部の比較的静かなすべり，②深部における高周波を放射する破壊の２つの破壊モードからなる。

 このうち，①のすべりは地震以前に蓄えられていたひずみを解放するだけではなく，さらにすべり過ぎたことが，地震
直後に陸側プレート内で正断層地震が発生したことから推定される。これがダイナミックオーバーシュート（動的過剰
すべり）と呼ばれる現象である。

 浅部のダイナミックオーバーシュートは，それに先立つ深部のエネルギッシュな破壊により励起された。深部側の破壊
が存在しなければ，巨大な津波は発生しなかった。

（左図）コンター：総すべり量の分布，0309：前震（Mw7.3）のメカニズム，MS：本震のメカニズム，
0312及び0314：余震（それぞれMw6.5,Mw6.1）のメカニズム，青点：前震の震央，赤点：余震の震央，
グラフ：地震モーメントの放出速度の推移

（右図）すべり速度分布のスナップショット 時間毎の破壊過程の模式図

井出（2011）(25)
Ide et al.(2011) (24)

３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（５／１７）
3.1-6

固着域に関する分析（５／７）：蓄積される歪みの量

ダイナミックオーバーシュート



• 3.11地震で大きなすべりを生じた要因について，長谷川（2015）(26)は，「①プレート境界最浅部は剛性率が小さい付
加体であり，この付加体の幅は宮城県沖が最も狭いとともに（Tsuru et al.（2002）(27) ），②海底地震計による余震
分布（Obana et al.（2013）(28) ，下図）等から，海溝軸から陸側に少なくとも30～35km程度までは固着は強くないと
考えられる。したがって，宮城県沖の大きなすべりは，本震による断層面での食い違いに伴う弾性的な静的応答のみで
なく，その他の非弾性的な応答や動的応答も含まれたものであることを示唆する。」とされている。

• また，文部科学省（2014）(29)は，「3.11地震の際に大きく滑った海溝軸近傍のプレート境界で，本震の前後ともに小
地震の活動が見られないことは，そこで自発的な震源核形成が起こらないことを示唆する。」とされている。

海底地震計の設置位置と3.11地震のすべり分布
Obana et al.(2013）(28)

3.11地震の余震分布とP波速度構造の関係
Obana et al.(2013）(28)

３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（６／１７）
3.1-7

固着域に関する分析（６／７）：蓄積される歪みの量

ダイナミックオーバーシュート



３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（７／１７）

固着域に関する分析（７／７）：まとめ

◎2011年東北地方太平洋沖地震では，すべりの不均質性が認められ，固着
が強い領域で大きなすべりが発生した。

◎2011年東北地方太平洋沖型の地震発生にはスーパーサイクルがあり，過
去にも同じ海域で同等規模の津波を発生させる地震が一定のサイクルで発
生していたと推定される。

◎2011年東北地方太平洋沖地震の大きなすべりは，①付加体の幅，②プレ
ート境界深部の固着の程度と関係していると考えられる。

3.1-8
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３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（８／１７）

破壊伝播の検討（１／６）：波源領域

東北地方太平洋沖地震の地震時のすべり量の分布
地震調査研究推進本部（2019）（14）に一部加筆

破壊伝播

破壊伝播

・2011年東北地方太平洋沖地震のすべり量の大きい領域は，宮城県沖の海溝寄りに位置し，その大きい応力変化量が周辺
のセグメントとの構造境界を超えて，北方向には岩手県沖南部へと，南方向には茨城県沖へと破壊の伝播を引き起こし
たものと考えられるとされている。 地震調査研究推進本部（2019）（14）による

岩手県沖南部

茨城県沖

福島県沖

宮城県沖
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３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（９／１７）

破壊伝播の検討（２／６）：波源領域

既往地震の震源概略図
Ye et al.（2012）（30）

1973年～2011年におけるM5.5以上の震源分布と低地震活動領域（SLSR)の位置
Ye et al.（2012）（30）

岩手県沖南部の固着度に関する分析（１／２）

• 過去の地震発生履歴，すべり欠損分布及び2011年東北地方太平洋沖地震後の余震分布等の分析から，岩手県沖南部には非地震
性のすべりにより歪みが解放される低地震活動領域（SLSR（Sanriku low-seismicity region））が存在するとされている。

Ye et al.（2012）（30）による

• 岩手県沖南部については，過去の地震発生履歴から，蓄積されている歪みを地震としてはほとんど解放しておらず，さらに，
1989年，1992年，1994年の三陸沖の地震の後に非地震性のすべりが起こったことから，岩手県沖南部で蓄積される歪みは小さ
く，カップリング（固着）は周辺の領域に比べると弱いと考えられるとされている。

地震調査研究推進本部（2012（31），2019（14））による
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３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（１０／１７）

破壊伝播の検討（３／６）：波源領域

2011年東北地方太平洋沖地震後24時間
の地震分布（黒丸）と1926年以降に発生
したＭ７以上の余震域（緑線）の関係

Uchida et al.（2011）（32）

アスペリティの階層構造の模式図
Uchida et al.（2011）（32）

1993年～2007年における微小繰り返し地震
データから推定されるカップリング率

Uchida et al.（2011）（32）

岩手県沖南部の固着度に関する分析（２／２）

• 微小繰り返し地震データ等を用いた2011年東北地方太平洋沖地震の震源域におけるカップリング率およびアスペリティの階
層構造に関する分析結果から，岩手県沖南部のカップリング（固着）は，福島県沖，茨城県沖のカップリング（固着）より
も弱く，本震の破壊伝播を防ぐ領域であるとされている。 Uchida et al.（2011）（32）による

以上から，2011年東北太平洋沖地震の破壊は，蓄積される歪みの量が小さい岩手県沖南部で消滅し，一方，蓄積される歪み
の量が岩手県沖南部よりも大きい宮城県沖，福島県沖，茨城県沖には伝播したことから，蓄積される歪みの量が小さい領域
が破壊伝播の境界に関係したと考えられる。
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３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（１１／１７）

破壊伝播の検討（４／６）：波源領域

プレート上面における微小繰り返し地震と低角逆断層地震のすべり方向
Uchida et al.(2009)（33）に一部加筆

NA：陸側のプレート
PA：太平洋プレート
PH：フィリピン海プレート

PA-NAの想定運動方向と
それに対向するスリップ
ベクトル

PA-PHの想定運動方向と
それに対向するスリップ
ベクトル

PH-NAの想定運動方向と
それに対向するスリップ
ベクトル

：微小繰り返し地震スリップ
ベクトル

：低角逆断層地震のスリッ
プベクトル

房総沖の固着度及びテクトニクス的背景に関する分析（１／２）

• 房総沖の相模トラフ周辺では，陸側のプレートの下にフィリピン海プレートが，更に下方には太平洋プレートが沈み込
み，茨城県から千葉県沿岸の南東方向に向かってフィリピン海プレートの北東端が太平洋プレートに接しているとされ
ている。

• 地震学的見地から，太平洋プレートの上盤側をなすプレートの違いによって，フィリピン海プレートの北東境界を境に
カップリング（固着）が異なり，房総沖で蓄積される歪みの量は茨城県沖よりも小さいとされている。

Uchida et al.(2009)（33）による

太平洋プレート上面のプレート間カップリング模式図
Uchida et al.(2009)（33）
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３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（１２／１７）

破壊伝播の検討（５／６）：波源領域

房総沖の固着度及びテクトニクス的背景に関する分析（２／２）

• 2011年東北地方太平洋沖地震の余震分布に関する分析から，フィリピン海プレート北東境界の位置と2011年東北地方太平
洋沖地震の破壊域南端が一致している。フィリピン海プレートは，破壊伝播のバリアとして作用する重要な役割を果たす
可能性があるとされている。 Shinohara et al.（2011）（34）による

以上から，テクトニクス的背景から茨城県沖と房総沖の間に2011年東北地方太平洋沖地震の破壊伝播を防ぐ構造境界（破壊
のバリア）が存在したと考えられる。

2011年東北地方太平洋沖地震の余震分布（3月12日-19日）と
プレート境界面の位置関係 Shinohara et al.（2011）（34）に一部加筆

平面図

断面図

断面測線

N

S

フィリピン海プレート

太平洋プレート

陸側のプレート
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３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（１３／１７）

破壊伝播の検討（６／６） ：まとめ

◎蓄積される歪みの量が小さい領域や構造境界が，2011年東北地方太平洋沖
地震の破壊伝播の境界と対応づけられる。
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2011年東北地方太平洋沖地震の津波断層モデルにおける大きなすべり領域の割合

内閣府(2012)（35）に一部加筆

内閣府(2012)（35）では，2011年東北地方太平洋沖地震の津波断層モデルにおける大きなすべり領域の割合を以下のとおり整
理されている。

①平均すべり量の２倍以上の面積比は，全体面積の18％程度である（下表参照）。

②平均すべり量の４倍程度の面積比は，全体面積の約５％である。

大すべり域・超大すべり域の検討（１／４）：内閣府（2012）（35）関連の知見（１／２）

３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（１４／１７）
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• 各研究機関において，2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波を良好に再
現するインバージョンモデルが提案されている。

• これらインバージョンモデルの全体の波源域面積における平均すべり量に
比べて大きいすべり量を有する面積の割合は，内閣府(2012) （35）とおおむ
ね整合的である。

JNESモデル
（杉野ほか（2013）（36））

藤井・佐竹55枚モデル藤井・佐竹44枚モデル

各研究機関の波源モデルのすべり分布特性表

JNESモデル
藤井・佐竹
44枚モデル
（Ver6.2）

藤井・佐竹
55枚モデル
（Ver8.0）

平均

波源面積（km2） 112,000 110,000 110,000 110,667

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞＭw 9.11 9.00 9.02 9.04

平均すべり量(m) 11.40 8.02 9.49 9.64

平均すべり量の2倍
以上の面積比

12.10% 18.20% 18.20% 16.17%

平均すべり量の4倍
以上の面積比

6.30% 2.30% 2.30% 3.63%

３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（１５／１７）

大すべり域・超大すべり域の検討（２／４）：内閣府（2012）（35）関連の知見（２／２）

審査資料の再チェックを行い，「各研究機関の波源モデルのすべり分布特性表中の一部
記載の誤り」を修正（100,000km2を110,000km2に，107,000km2を110,667km2に修正）した。
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大すべり域・超大すべり域の検討（３／４）：杉野ほか（2014）（37）の知見

３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（１６／１７）

杉野ほか(2014)（37）では，プレート間地震による津波に係る特性化波源モデル（Mw8.9～）のすべり分布について以下のとおり提案さ
れている。
・大すべり域：すべり量は平均すべり量の1.4倍，全体面積の25％程度

・超大すべり域：すべり量は平均すべり量の３倍，全体面積の15％程度

微視的波源特性に係る波源領域内の空間的すべり分布の設定方法
杉野ほか（2014）（37）

東北地震津波の痕跡高と計算津波高の比較
杉野ほか（2014）（37）
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・内閣府（2012）（35）の知見
 2011年東北地方太平洋沖地震の津波断層モデルにおける大きなすべり領域の割
合について，平均すべり量の２倍以上の面積比は全体面積の18％程度，平均すべ
り量の４倍程度の面積比は全体面積の約５％と整理されている。

 また，これは，その他各研究機関の波源モデル（P.3.1-16参照）のすべり分布
特性とも整合的である。

３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見（１７／１７）

大すべり域・超大すべり域の検討（４／４）：まとめ

・杉野ほか（2014）（37）の知見
 プレート間地震による津波に係る特性化波源モデル（Mw8.9～）のすべり分布について

以下のとおり提案されている。
 大すべり域：すべり量は平均すべり量の1.4倍，全体面積の25％程度

 超大すべり域：すべり量は平均すべり量の３倍，全体面積の15％程度
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６-１．地すべり地形分布図

６-２．二層流モデルの適用性について



３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１／２０）

固着域に関する分析（１／９）

沈み込み帯 チリ カスケード
アラスカ・

アリューシャン
カムチャツカ

スマトラ～
アンダマン

地震学的・地質学的
見地

・過去にＭ９クラス
の巨大地震が発生
(=1960年，M9.5)

・約300年間隔で繰
り返し発生している。

宍倉（2013）（38）

・過去にＭ９クラス
の巨大地震が発生
(=1700年，M9.0)

・約500年間隔で繰り
返し発生している。

佐竹（2013）（15）

・過去にＭ９クラスの巨
大地震が発生
(=1964年，M9.2)

・約600～1000年間隔で繰
り返し発生している。

Shennan et al.(2007）（39）

・過去にＭ９クラ
スの巨大地震が
発生
(=1952年，M9.0)

・約100～400年間
隔で繰り返し発
生している。
谷岡（2013）（40）

・過去にＭ９クラス
の巨大地震が発生
(=2004年，M9.1)

・約500年間隔で繰り
返し発生している。
Rajendran（2013）（41）

震源域

佐竹（2013）（15）に一部加筆

地震学的・地質学的見地からの検討

1700年カスケード
Mw9.0前後

• 地震発生履歴，津波堆積物調査等の知見収集の結果，世界のプレート境界面では複数の領域を震源域とするＭ９クラ
スの巨大地震が，数百年間隔で繰り返し発生している。

3.2-2

第949回審査会合
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（２／２０）

固着域に関する分析（２／９）：蓄積される歪みの量・すべり量

世界のプレート境界面で発生したＭ９クラスの巨大地震の歪みの蓄積量

チリ カスケード
アラスカ・

アリューシャン
カムチャツカ

スマトラ～
アンダマン

備考

平均発生間隔 約300年（38） 約500年（15） 約600～1000年（39） 約100～400年（40） 約500年（41） 地震学的・地質学的知見から得られる平均発生間隔

既往地震の
最大すべり量

25～30m（1960年）（42） 19m（1700年）（43） 22m（1964年）（44） 11.4m（1952年）（45） 23m（2004年）（46） 地震学的・地質学的知見から得られる最大すべり量

歪みの蓄積量
385年間で
24～29m

500年間で
16～19m

600年間で
20～24m

1,000年間で
33～40m

100年間で
３～４m
400年間で
14～17m

500年間で
４～22m

プレートテクトニクス，地震学的・測地学的知見等
から算出される歪みの蓄積量

調和的な関係がある

• プレート境界毎にＭ９クラスの巨大地震の平均発生間隔・既往地震の最大すべり量の関係と，各プレートの沈み込み速度・
カップリング係数から算定される歪みの蓄積量とを比較した結果，両者には調和的な関係があり，Ｍ９クラスの巨大地震を
発生させる歪みの蓄積量には限度があると考えられる。

（P.3.2-4参照） （P.3.2-5参照） （P.3.2-6参照） （P.3.2-7参照） （P.3.2-8参照）

3.2-3

第949回審査会合

資料2-2 P.3.2-3再掲



３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（３／２０）

固着域に関する分析（３／９）：蓄積される歪みの量・すべり量

チリ

Fujii and Satake（2013）（42）

【歪みの蓄積量（Ｃ）】

①プレートの沈み込み速度：6.3-7.5cm/年（McCaffrey，2008）（47）

②カップリング係数：0.82～1.0（地震学的）

0.96（測地学的）（Scholz and Campos，2012）（48）

③歪みの蓄積量：①（6.3-7.5cm/年）×385年（1960-1575）

×②（＝1.0とする）＝24～29m

1575 1960

385年

歪
み
の
蓄
積
量

24～29m

時間

【1960年のすべり量分布（Ｂ）】
• 最大すべり量25～30m
• 平均すべり量11m

宍倉（2013）（38）に一部加筆

【平均発生間隔（Ａ）】

385年

• 平均発生間隔（Ａ）・既往地震の最大すべり量（Ｂ）の関係と，各プレートの沈み込み速度・カップリング係数・既往地震の発生間
隔から算定される歪みの蓄積量（Ｃ）には調和的な関係があり，Ｍ９クラスの巨大地震を発生させる歪みの蓄積量には限度があると
考えられる。

3.2-4

第949回審査会合
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（４／２０）

固着域に関する分析（４／９）：蓄積される歪みの量・すべり量

カスケード

【平均発生間隔（Ａ）】
最新のタービダイトと沿岸地質データの対比か
ら，過去約１万年間に発生した41回の地震の平
均発生間隔は約240年であり，このうちＭ９クラ
スの地震は約半分である（約500年間隔）。

【1700年のすべり量分布（Ｂ）】
• 最大すべり量19m
• 平均すべり量14m

【歪みの蓄積量（Ｃ）】

①プレートの沈み込み速度：3.2-3.8cm/年（McCaffrey，2008）（47）

②カップリング係数：1.0（地震学的）
1.0（測地学的）（Scholz and Campos，2012）（48）

③歪みの蓄積量：①（3.2-3.8cm/年）×500年
×②（＝1.0とする）＝16～19m

1700

約500年

歪
み
の
蓄
積
量

16～19m

時間

Satake et al.（2003）（43）

佐竹（2013）（15）

• 平均発生間隔（Ａ）・既往地震の最大すべり量（Ｂ）の関係と，各プレートの沈み込み速度・カップリング係数・既往地震の発生間
隔から算定される歪みの蓄積量（Ｃ）には調和的な関係があり，Ｍ９クラスの巨大地震を発生させる歪みの蓄積量には限度があると
考えられる。

vertical deformation pattern

3.2-5
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（５／２０）

固着域に関する分析（５／９）：蓄積される歪みの量・すべり量

アラスカ・アリューシャン

【平均発生間隔（Ａ）】
• 泥炭とシルトの組（peat-silt couplets）に

よる地震時の地殻変動量の推定から，1964年
の地震を除けば，約600年間隔（推定誤差を
考慮すると最小で180年間隔）で巨大地震が
発生。

• 最大は1964年とその前のイベントとの間隔で
約1,000年となる。

【1964年のすべり量分布（Ｂ）】
• 最大すべり量22m
• 平均すべり量8.6m

【歪みの蓄積量（Ｃ）】

①プレートの沈み込み速度：5.5-6.6cm/年（McCaffrey，2008）（47）

②カップリング係数：0.5～0.72（地震学的）
0.62（測地学的）（Scholz and Campos，2012）（48）

③歪みの蓄積量：①（5.5-6.6cm/年）×600年 or 1000年
×②（＝0.6とする）＝20～24m（600年）

33～40m（1000年）

（1964）

約600年

歪
み
の
蓄
積
量

600年間で20～24m
1000年間で33～40m

時間

Johnson et al.（1996）（44）

Shennan et al,（2007）（39）

（900頃）

• 平均発生間隔（Ａ）・既往地震の最大すべり量（Ｂ）の関係と，各プレートの沈み込み速度・カップリング係数・既往地震の発生間
隔から算定される歪みの蓄積量（Ｃ）には調和的な関係があり，Ｍ９クラスの巨大地震を発生させる歪みの蓄積量には限度があると
考えられる。

最大で1000年

3.2-6
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（６／２０）

固着域に関する分析（６／９）：蓄積される歪みの量・すべり量

カムチャツカ

谷岡（2013）（40）

【平均発生間隔（Ａ）】
津波堆積物調査の結果から，調査地点で
大きなばらつきがあるものの100年～400
年に１回は５mを超える津波が発生して
いる。

【1952年のすべり量分布（Ｂ）】
• 最大すべり量11.4m
• 平均すべり量3.2m

【歪みの蓄積量（Ｃ）】

①プレートの沈み込み速度：6.9-8.4cm/年（McCaffrey，2008）（47）

②カップリング係数：0.51（地震学的）
0.48～0.67（測地学的）（Scholz and Campos，2012）（48）

③歪みの蓄積量：①（6.9-8.4cm/年）×100年 or 400年
×②（＝0.5とする）＝３～４m（100年）

14～17m（400年）

1952

100～400年

歪
み
の
蓄
積
量

100年間で３～４m
400年間で14～17m

時間
Johnson and Satake（1999）（45）

• 平均発生間隔（Ａ）・既往地震の最大すべり量（Ｂ）の関係と，各プレートの沈み込み速度・カップリング係数・既往地震の発生間
隔から算定される歪みの蓄積量（Ｃ）には調和的な関係があり，Ｍ９クラスの巨大地震を発生させる歪みの蓄積量には限度があると
考えられる。

3.2-7
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（７／２０）

固着域に関する分析（７／９）：蓄積される歪みの量・すべり量

スマトラ～アンダマン

【平均発生間隔（Ａ）】
津波堆積物調査の結果から，2004年の地
震発生領域では，約500年間隔で巨大地
震が発生している。

【2004のすべり量分布（Ｂ）】
• 最大すべり量23m
• 平均すべり量8.8m

【歪みの蓄積量（Ｃ）】

①プレートの沈み込み速度：1.6-4.4cm/年（McCaffrey，2008）（47）

②カップリング係数：0.5～0.83（地震学的）
1.0（測地学的）（Scholz and Campos，2012）（48）

③歪みの蓄積量：①（1.6-4.4cm/年）×500年
×②（＝0.5～1.0とする）＝４～22m

2004

約500年

歪
み
の
蓄
積
量

4～22m

時間
1500

Tanioka et al.（2006）（46）Rajendran（2013）（41）

• 平均発生間隔（Ａ）・既往地震の最大すべり量（Ｂ）の関係と，各プレートの沈み込み速度・カップリング係数・既往地震の発生間
隔から算定される歪みの蓄積量（Ｃ）には調和的な関係があり，Ｍ９クラスの巨大地震を発生させる歪みの蓄積量には限度があると
考えられる。

3.2-8
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（８／２０）

固着域に関する分析（８／９）：地震発生間隔

1960年チリ地震の破壊領域
及び歴史記録による沿岸各地における揺れ，津波，隆起・沈降

Maullin において観察される津波堆積物とその履歴

• チリ地震震源付近における津波堆積物の分布と分析から，1960年チリ地震規模（Mw9.5)の巨大地震は，その領域で約300年間隔で発生
していると推定される。 宍倉（2013）（38）による

• 1960年チリ地震規模（Mw9.5)の地震の間で，規模の小さな地震が発生しており，1960年チリ地震規模の地震を引き起こす約300年間隔
のスーパーサイクルが存在すると考えられる。

1960年チリ地震規模の発生間隔

宍倉（2013）（38）に一部加筆
宍倉（2013）（38）に一部加筆

1960年チリ地震の破壊域における既往地震に関し，
津波高，揺れ，海岸の隆起・沈降に係る歴史記録よ
り，1737年及び1837年の地震は，1960年の地震に比
べて規模が小さかったと考えられる。

津波堆積物に係る分析より，1960年チリ地震と同様の規模の
地震は，約300年間隔※で発生していると考えられる。

※西暦1000～2000年の間に４回(Ａ～Ｄ）のイベントが発生。

スーパーサイクルの間に一回り規模の小さい地震が発生

3.2-9
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（９／２０）

固着域に関する分析（９／９）：まとめ

◎世界のＭ９クラスの巨大地震は，数百年間隔で繰り返し発生しており，固
着域で蓄積される歪みの量（すべり量）には限度があると考えられる。

◎チリ沖では，1960年チリ地震規模（Mw9.5）の地震を引き起こす約300年間
隔のスーパーサイクルが存在すると考えられる。

3.2-10

第949回審査会合
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１０／２０）

破壊伝播の検討（１／７）：波源領域

・「チリ沖で約300年間隔で繰り返し発生させるＭ９クラスの巨大地震領域の北端は，Arauco半島の地下構造が不連続な位置と一致してい
る」とされている。

Melnick et al.(2009)（49）による

チリ沖（北端）

（a）主要なＭ８以上の沈み込み地震のセグメント
（b）Arauco半島の位置と主要な歴史地震の領域の関係

Arauco半島沿いの地殻構造の縦断面図 地震構造モデル

Valdivia沖に位置する1960年チリ地震の発生領
域とConcepcion沖の既往地震発生領域とは別領
域であり，これら領域の境界は，Arauco半島の
沖合とほぼ一致する。

（a） （b）

Arauco半島には東西方向に背斜軸が存在する。

Arauco半島以南の地震構造モデルを
Intra-arc strike-slip，以北の地震構
造モデルをForearc & Back-arc 
thrustingに区分しており，Arauco半島
を挟んで運動形態が異なる。

Melnick et al.(2009)（49）に一部加筆

NNE SSW

3.2-11
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１１／２０）

破壊伝播の検討（２／７）：波源領域

チリ沖（南端）

• 1960年チリ地震の南端は，主要な断裂帯及びプレート境界が破壊伝播のバリアとなっている可能性がある。

松本ほか（2010）（51）に一部加筆

チリ沖三重会合点（CTJ）

チリ沖三重会合点（CTJ）

1960年チリ地震の地殻変動データを基に
したインバージョン解析により得られた
すべり分布と主要な断裂帯の位置関係

Barrientos and Ward（1990）（50）に一部加筆

1960年チリ地震の地
殻変動データをもと
に，インバージョン
法によりすべり量分
布を推定した結果，
1960年チリ地震の北
端はMocha断裂帯，南
端はGuamblin断裂帯
とDarwin断裂帯の位
置と一致している。

南米チリ沖の
46°30’S付近は
ナスカプレート，
南極プレート，南
米プレートの境界
である「チリ沖三
重会合点」が存在
する。

Barrientos and Ward（
1990）(50)による1960年
チリ地震のすべり量分
布の南端の位置と「チ
リ沖三重会合点」はほ
ぼ一致している。

3.2-12
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• 「2004年スマトラ～アンダマン地震の発生領域と2005年の地震の発生領域の境界部の地下構造について，Ｐ波速度構造によ
る分析から，当該範囲には厚い海洋性地殻が存在し，これが破壊伝播のバリアとして作用する可能性がある」とされている。

Tang et al.(2013)(52)による

Ｐ波速度構造
Tang et al.(2013)(52)

2004年と2005年の地震の境界部における
地下構造の模式図

Tang et al.(2013)(52)

測線位置
Tang et al.(2013)(52)

破壊伝播の検討（３／７）：波源領域

スマトラ島沖

３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１２／２０） 3.2-13



・「アラスカ南部では，太平洋プレートが北米プレートに北～北西方向に沈み込んでおり（～51mm/年），会合部ではYakutatマイク
ロプレートが形成されている」とされている。 Finzel et al.（2011）（53）による

・「深さ50km以上のスラブ内地震の分布から，沈み込んだYakutatマイクロプレートの範囲を推定するとともに，その地震分布から，
プレートの沈み込み形状が西から東へフラットに遷移する特徴があるとしている」とされている。 Finzel et al.(2011) （53）による

アラスカ南部における深さ50km以上のスラブ地震の断面分布Finzel et al.（2011）（53）に一部加筆

アラスカ南部における深さ50km以上のスラブ地震の平面分布

Finzel et al.（2011）（53）に一部加筆

３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１３／２０）

アラスカ・アリューシャン

破壊伝播の検討（４／７）：波源領域

3.2-14
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・「アラスカ南部のテクトニクス的背景，火山の配列，微小地震分布等から島弧会合部の地下構造を推定し，同会合部がＭ９クラス
の1964年アラスカ地震の破壊領域の端部（北東端）になっていることを示している」とされている。 Wech（2016）（54）による

アラスカ南部のテクトニクス的背景と
1964年アラスカ地震の破壊領域等の関係

Wech（2016）（54）

太平洋プレート，Yakutat terrane，北米プレート等の模式図

Wech（2016）（54）に一部加筆

３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１４／２０）

アラスカ・アリューシャン

破壊伝播の検討（５／７）：波源領域

ほぼ海洋性のマイクロプレートであるYakutat terrane（テレイン：周囲と地質形
成の過程が異なる地殻の層）は部分的に太平洋プレートと結合し，アラスカ・アリュ
ーシャン沈み込み帯の端部で太平洋プレートに乗り上げている。

3.2-15
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・「Ｍ９クラスの1964年アラスカ地震の破壊領域の端部と，Patton-Murray ridge，Aja Fracture Zoneの沈み込み部は一致すること
から，これらプレート境界面の起伏が破壊のバリアとして作用する可能性がある」とされている。 Huene et al.（2012） （55）による

・なお，「Patton-Murray ridge，Aja Fracture Zoneの沈み込み部は，既往地震（A.D.1440-1620，A.D.1788）の端部とも一致してい
る」とされている。 Shennan et al.（2014）（56）による

1964年アラスカ地震の震源域における既往地震の発生領域アラスカのテクトニクス的背景と既往地震の破壊領域の関係

Shennan et al.（2014）（56）Huene et al.（2012）（55）

３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１５／２０）

アラスカ・アリューシャン

破壊伝播の検討（６／７）：波源領域

3.2-16
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３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１６／２０）

破壊伝播の検討（７／７）：まとめ

◎チリ沖，スマトラ島沖及びアラスカ・アリューシャンを対象とした検討か
ら，構造境界が，世界のＭ９クラスの地震の破壊伝播の境界と対応づけら
れる。

3.2-17

第949回審査会合
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内閣府(2012)（35）に一部加筆

Ｍ９以上の既往地震の津波断層モデルにおける大きなすべり領域の割合

• 内閣府(2012)（35）では，世界の巨大地震の津波断層モデルにおける大きなすべり領域の割合を以下のとおり整理されてい
る。

• 平均すべり量の２倍以上の面積比は，全体面積の20％程度である。

大すべり域・超大すべり域の検討（１／４）

３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１７／２０） 3.2-18
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Fujii and Satake（2013）（42）

【1700年カスケード】

Satake et al.（2003）（43）

【1960年チリ】 【1964年アラスカ・アリューシャン】

Johnson et al.（1996）（44）

【1952年カムチャツカ】

Johnson and Satake（1999）（45）

1960年チリ
Fujii and Satake
（2013）（42）

1700年カスケード
Satake et al.
（2003）（43）

1964年アラスカ・
アリューシャン
Johnson et al. 
（1996）（44）

1952年カムチャツカ
Johnson and Satake

（1999）（45）

2004年スマトラ
Tanioka et al.

(2006)（46）

平均すべり量（A) 11m 14m 8.6m 3.2m 8.8m

最大すべり量（B) 25～30m 19m 22m 11.4m 23m

最大すべり量/平均すべり量
（B）/（A）

2.3～2.7 1.4 2.6 3.6 2.6

• 世界の巨大地震の津波断層モデルにおける各研究機関の主な波源モデルのすべり分布特性を整理した結果，最大すべり量と
平均すべり量との比は1.4～3.6程度である。

Tanioka et al.（2006）（46）

【2004年スマトラ】

大すべり域・超大すべり域の検討（２／４）

３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１８／２０） 3.2-19

第949回審査会合
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Fujii and Satake（2013）（42）

【1700年カスケード】

Satake et al.（2003）（43）

【1960年チリ】 【1964年アラスカ・アリューシャン】

Johnson et al.（1996）（44）

【1952年カムチャツカ】

Johnson and Satake（1999）（45）

1960年チリ
Fujii and Satake
（2013）（42）

1700年カスケード
Satake et al.
（2003）（43）

1964年アラスカ・
アリューシャン
Johnson et al.
（1996）（44）

1952年カムチャツカ
Johnson and Satake

（1999）（45）

2004年スマトラ
Tanioka et al.
(2006)（46）

平均すべり量の２倍
以上の面積比

19％ ―※ 25％ 25％ 14％

• 世界の巨大地震の津波断層モデルにおける各研究機関の主な波源モデルのすべり分布特性を整理した結果，全体の波源域面
積に対する平均すべり量の２倍以上の面積比は14％～25％である。

Tanioka et al.（2006）（46）

【2004年スマトラ】

※Satake et al(2003)（43）では，平均すべり量及び最大すべり量については言
及されているが，すべりの面積比については言及されていないため不明。

大すべり域・超大すべり域の検討（３／４）

３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（１９／２０） 3.2-20

第949回審査会合
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・内閣府(2012)（35）では，世界の巨大地震の津波断層モデルにおける大きなすべり
領域の割合について，平均すべり量の２倍以上の面積比は全体面積の20％程度と
整理されている。

・また，各研究機関の主な波源モデルのすべり分布特性を整理した結果，最大すべ
り量と平均すべり量の比は1.4～3.6程度であり，全体の波源域面積に対する平均
すべり量の２倍以上の面積比は14％～25％である。

大すべり域・超大すべり域の検討（４／４）：まとめ

３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理（２０／２０） 3.2-21

第949回審査会合
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（余白）

3.2-22
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■固着域に関する分析（P.3.1-8参照）

• 2011年東北地方太平洋沖地震では，すべりの不均質性
が認められ，固着が強い領域で大きなすべりが発生し
た。

• 2011年東北地方太平洋沖型の地震発生にはスーパーサ
イクルがあり，過去にも同じ海域で同等規模の津波を
発生させる地震が一定のサイクルで発生していたと推
定される。

３-３．まとめ

世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の整理結果

整合的

2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見の整理結果

■固着域に関する分析（P.3.2-10参照）

• 世界のＭ９クラスの巨大地震は，数百年間隔で繰り返
し発生しており，固着域で蓄積される歪みの量には限
度があると考えられる。

• チリ沖では，1960年チリ地震規模（Mw9.5）の地震を引
き起こす約300年間隔のスーパーサイクルが存在すると
考えられる。

■破壊伝播の検討に基づく波源の連動領域（P.3.1-14参照）

• 蓄積される歪みの量が小さい領域や構造境界が2011年
東北地方太平洋沖地震の破壊伝播の境界と対応づけら
れる。

■破壊伝播の検討に基づく波源の連動領域（P.3.2-17参照）

• 構造境界が世界のＭ９クラスの地震の破壊伝播の境界
と対応づけられる。

整合的

• 2011年東北地方太平洋沖地震及び世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた「固着域」，「波源の連動領域」及び「大すべり域
・超大すべり域」に係る知見は整合的であり，基準波源モデルはこれらの知見を参照して設定する。

■大すべり域・超大すべり域の分析（P.3.1-18参照）

• 平均すべり量の２倍以上の面積比は全体面積の18％程
度，平均すべり量の４倍程度の面積比は全体面積の約
５％。

整合的

■大すべり域・超大すべり域の分析（P.3.2-21参照)

• 平均すべり量の２倍以上の面積比は全体面積の20％程
度。

• 最大すべり量と平均すべり量の比は1.4～3.6程度，全
体の波源域面積に対する平均すべり量の２倍以上の面
積比は14％～25％。
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４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１／２３）

三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波の基準波源モデル設定手順の妥当性を示すことを目的として，東北地方
太平洋沖地震（以下「3.11地震」という。）による津波等の再現性を確認した。

① 3.11地震発生海域を対象に，Ｍ９クラスの超
巨大地震から得られた知見（３章参照）を参
照した２つの特性化波源モデル※１を作成する。

② 上記①の1)，2)のモデルを用いて，右記のデ
ータを対象として再現計算を行い広域の津波
痕跡高，観測波形等の再現性が良好であるこ
とを確認する。

③ 上記で再現性が確認された3.11地震の特性化波源モデル設定の考え方を，三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う
津波の基準波源モデルの設定に反映する。（P.4.1-25参照）

【検討概要】

2)3.11地震における宮城県沖の
破壊特性を考慮した特性化モデル

（P.4.1-13～P.4.1-15参照）

1) 3.11地震における広域の津波
特性を考慮した特性化モデル
（P.4.1-3～P.4.1-7参照）

3.11地震の震源付近の地殻変動量
及び宮城県の沖合の観測波形※２

（P.4.1-16～P.4.1-20参照）

3.11地震の広域（青森県北部～
茨城県南部）の津波痕跡高
（P.4.1-8～P.4.1-11参照）

※２：「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」に対し，保守性を考慮することを目的と
して「すべり量強調モデル」及び「分岐断層や海底地すべり等が存在する可能性を考慮したモデル」を検
討する。これらモデルが保守的設定となっていることについても確認する。（P.4.1-21～P.4.1-24参照）

※１：特性化波源モデル：波源の特性を主要なパラメータで表したモデル

3.11地震による津波等の再現確認

4.1-2

第949回審査会合

資料2-2 P.4.1-2一部修正



3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（１／９）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（２／２３）

• 「3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル」（P.4.1-25参照）が，広域の津波特性（津波痕跡高）を
適切に考慮しているかを確認するため，「3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル」による計算津波
高と青森県北部～茨城県南部における3.11地震の津波痕跡高とを比較する。

痕跡高の再
現性を確認

3.11地震における広域の
津波特性を考慮した特性化モデル※

痕跡位置

検討方針

※ 3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルの設定方法及びパラメータはP.4.1-4～P.4.1-7参照。

34

35

36

37

38

39

40

41

42

139 140 141 142 143 144 145

緯
度

(
)

経度 ()

痕跡位置

4.1-3
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3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（２／９）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（３／２３）

• 「3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル」の波源域は，各機関等で提案されている3.11地震に伴う津波
の再現モデルのうち，津波波形等のインバージョン解析により作成した内閣府（2012）(35)モデル，Satake et al.(2013)(57)

による55枚モデル及び杉野ほか(2013)（36）モデルの波源域を参照して，各機関の再現モデルの波源域をおおむね包絡するよ
うに設定した。

:内閣府(2012)(35)モデル

:Satake et al.(2013)(57)による55枚モデル

:杉野ほか(2013)（36）モデル

:3.11地震における広域の津波特性を考慮した
特性化モデル

波源域の比較

内閣府(2012)(35)

モデル
Satake et al.(2013)(57)

による55枚モデル
杉野ほか(2013)（36）

モデル

3.11地震における広域
の津波特性を考慮した

特性化モデル3.11地震に伴う津波を再現する津波波源モデル

各津波波源モデルの比較

モデル Ｍｗ 波源面積

内閣府(2012)(35)モデル 9.0 119,974km2

Satake et al.(2013)(57)による55枚モデル 9.0 110,000km2

杉野ほか(2013)（36）モデル 9.1 112,000km2

3.11地震における広域の津波特性を考慮した特
性化モデル

9.13 129,034km2

すべり量(m)

巨視的波源特性:想定波源域の設定

各機関の再現モデルの波源域を
おおむね包絡するように設定
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3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（３／９）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（４／２３）

• 「3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル」の大すべり域・超大すべり域のすべり分布位置については，
3.11地震及び世界のＭ９クラスの超巨大地震に係る最新の科学的・技術的知見に基づく，各領域の固着等に関する分析結果
を踏まえて設定した。

低地震活動域(SLSR)の位置
Ye et al.(2012) (30)

3.11地震のすべり分布及び
長期的な非地震性すべり発生領域
Yokota and Koketsu (2015) (58)に一部加筆

◇超大すべり域の設定
• 岩手県沖南部：低地震活動域を考慮して，典型的なプレート間地震の発生領域を除く範囲に設定。
• 宮城県沖：3.11地震時のすべり分布形状を考慮するとともに，固着の破壊を助長する長期的な非地

震性すべりの発生領域を除く範囲を考慮して，福島県沖を含む範囲に設定。
◇大すべり域の設定
• 岩手県沖・宮城県沖の超大すべり域を取り囲むように設定。

微視的波源特性:大すべり域・超大すべり域のすべり分布位置の設定

100㎞

3.11地震のすべり分布長期的な非地震性すべり
発生領域
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3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（４／９）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（５／２３）

• 「3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル」の大すべり域・超大すべり域のすべり量及び面積比率につい
ては，杉野ほか(2014) (37)を参考に設定した。

 大すべり域：津波断層の平均すべり量の1.4倍，全体面積の40％程度（超大すべり域を含む）
 超大すべり域：津波断層の平均すべり量の３倍，全体面積の15％程度

微視的波源特性に係る波源領域内の空間的すべり分布の設定方法
杉野ほか（2014）（37）

微視的波源特性:大すべり域・超大すべり域の設定

4.1-6
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3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（５／９）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（６／２３）

すべり分布

大すべり域

岩手県沖南部の
超大すべり域

宮城県沖の
超大すべり域

構造境界

すべり量(m)

3.11地震における広域の津波
特性を考慮した特性化モデル

【モデル化後の値】

備 考
【設計値】

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Ｍw 9.13 9.11

面積 S （km2） 129,034 ―

平均応力降下量 ⊿σ （MPa） 3.26 3.1

剛性率 μ （N/m2） 5.0×1010 ―

地震ﾓｰﾒﾝﾄＭo （N・m） 6.21×1022 5.90×1022

平均すべり量 Ｄ （m） 9.62 9.14

す
べ
り
量

背景領域(m)
(面積及び面積比率)

3.02
(72,841km2,56.5%)

3.02
(77,420km2,60%)

大すべり域(m)
(面積及び面積比率)

12.80
(35,497km2,27.5%)

12.80
(32,259km2,25%)

超大すべり域(m)
(面積及び面積比率)

27.43
(20,696km2,16.0%)

27.43
(19,355km2,15%)

ライズタイム τ （s） 60 ―

3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルのパラメータ

• 「3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性
化モデル」のパラメータは以下のとおり。

背景領域

特性化波源モデルのパラメータ
各機関で提案されているモデルを参照し設定
（P.4.1-4参照）

杉野ほか(2014)（37） に基づき3.1MPaに設定

地震波速度や密度に関する既往研究に基づき
5.0×1010に設定（土木学会（2016）（59）等）

地震の規模に関するスケーリング則と地震モ
ーメントの式から算定

杉野ほか(2014)（37）に基づき設定
（P.4.1-6参照）

波源領域（断層面積：Ｓ）の設定

波源モデルの設定

平均応力降下量：⊿σの設定

剛性率：μの設定

平均すべり量：Ｄの設定

すべり量（超大すべり域，大すべり
域，背景すべり域）の設定

【設定根拠】
【設定フロー】

 
 SMD

SM







0

2323
0 716
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3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（６／９）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（７／２３）

• 「3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル」による計算津波高との比較対象とする津波痕跡高の範囲
は，杉野ほか(2014) (37)を参考に，3.11地震の津波波源に直接面した沿岸の青森県北部～茨城県南部とした。

35

36

37

38

39

40

41

42

0.1 1 10 100

緯
度
（

°
N）

津波高さ（m）
杉野ほか(2014) (37)の計算領域

杉野ほか(2014) (37)に一部加筆

:1,350mメッシュ
:450mメッシュ
:150mメッシュ
:50mメッシュ
:17mメッシュ
:5.6mメッシュ

34
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36

37
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40

41

42
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緯
度

(
)

経度 ()

：痕跡位置

青森県北部～茨城県南部における3.11地震に伴う津波痕跡高※

東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012）

※：津波特性を把握するために十分な痕跡数を確保する観点から，海岸線沿い
から1,000m以内，信頼度Ａのデータ（総数：2,686）を用いる。

：観測値

津波痕跡高
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3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（７／９）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（８／２３）

計算領域とその水深及び格子分割

主な計算条件

領域

項目
Ａ領域 Ｂ領域 Ｃ領域 Ｄ領域 Ｅ領域

計算格子間隔⊿s 2.5ｋｍ
833ｍ

(2500/3)
278ｍ

(2500/9)
93ｍ

(2500/27)
31ｍ

(2500/81)

計算時間間隔⊿t 0.1秒

基礎方程式 線形長波式 非線形長波式(浅水理論)

沖合境界条件 自由透過 外側の大格子領域と水位・流量を接続

陸側境界条件 完全反射条件
完全反射条件

(海底露出を考慮)

小谷ほか(1998)(60)の

遡上境界条件

外力条件
波源モデルを用いてMansinha and Smylie(1971)(61)の方法により計算される海底面変位を
海面上に与える。

海底摩擦 考慮しない
マニングの粗度係数 ｎ = 0.03ｍ-1/3ｓ

（土木学会（2016）(59)より）

水平渦動粘性係数 考慮しない

潮位条件 T.P.-0.40m（地震発生時の潮位）

計算時間 津波発生後4時間

領域：空間格子間隔

Ａ： 2500m

Ｂ： 833m

Ｃ： 278m

Ｄ： 93m

Ｅ： 31m

N

Ａ領域

津波解析条件

• 再現性を確認する数値シミュレーションの主な計算条件は以下のとおり。

注：海域地形モデル
Ａ領域：ETPO
Ｂ領域～Ｅ領域：M7000シリーズ

4.1-9
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3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（８／９）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（９／２３）

• 「3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル」による計算津波高と青森県北部～茨城県南部における3.11地
震の津波痕跡高とを比較した結果，K=0.99,κ=1.40であり再現性は良好であることを確認した。

3.11地震における広域の津波特性を
考慮した特性化モデル

【痕跡高の再現性の確認結果】

K κ n

3.11地震における広域の津波
特性を考慮した特性化モデル 0.99 1.40 2,686

※：再現性の目安0.95＜K＜1.05，κ＜1.45（土木学会（2016）(59)）

すべり量(m)

35

36
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38
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41

42

0.1 1 10 100

緯
度
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津波高さ（m）
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42

139 140 141 142 143 144 145

緯
度

(
)

経度 ()

：痕跡高
：計算津波高：痕跡位置

痕跡高と計算津波高の比較

再現性の確認結果
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3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（９／９）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１０／２３）

まとめ

• 「3.11地震における広域の津波特性を考慮した特性化モデル」は，青森県北部～茨城県南部における3.11地震の津波
痕跡高を良好に再現することができるモデルであり，広域の津波特性（津波痕跡高）を適切に考慮できるモデルであ
ることを確認した。
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3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（１／８）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１１／２３）

• 「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」（P.4.1-14参照）※が，大すべり域の破壊特性を適切に
考慮しているかを確認するために，杉野ほか(2013)(36)を参考に，破壊特性が表れる震源域の地殻変動量（プレート境界の
破壊）及び沖合の観測波形（津波伝播）について，3.11地震の実現象とシミュレーション結果とを比較しモデルの妥当性
を示す。

• ここで，地震モーメントの設定方法の違いによる影響を確認するために，大すべり域，超大すべり域を設定することに伴
う地震モーメントの補正を，波源モデルの全領域のすべり量で行っている「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮
した特性化モデル」※と「背景領域により地震モーメントを補正した特性化モデル（内閣府(2012) (35)に基づくモデル）」
※とを比較して前者の妥当性を示す。

杉野ほか(2013) (36)に一部加筆

【確認項目】
I. 地殻変動量（プレート境界の破壊）
II. 沖合の観測波形（津波伝播）

3.11地震における宮城県沖の
破壊特性を考慮した特性化モデル※

背景領域により地震モーメントを
補正した特性化モデル※

すべり量(m) すべり量(m)

基本すべり域

大すべり域

超大すべり域

背景領域

大すべり域

超大すべり域

※各特性化波源モデルの設定方法及びパラメータはP.4.1-14，P.4.1-15参照。

検討方針

（全域で地震モーメントを補正した特性化波源モデル） （内閣府（2012）（35）に基づくモデル）
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3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（２／８）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１２／２３）

長周期地震動に基づくすべり分布
Wu et al.(2012) (62)に一部加筆

3.11地震における宮城県沖の
破壊特性を考慮した特性化モデルのすべり分布

すべり量(m)

特性化波源モデルの設定方法

（１）巨視的波源特性：想定波源域の設定
• 大すべり域の破壊特性（地震特性）を特性化波源モデルに反映する観点から，想定波源域は地震調査研究推進本部
（2019）(14)による「東北地方太平洋沖型の地震」の想定波源域と同様に，岩手県沖南部～茨城県沖に設定した。

（２）微視的波源特性：大すべり域・超大すべり域の設定
• 世界のＭ９クラスの超巨大地震の解析事例の調査に基づき大すべり域・超大すべり域のすべり量及び全体面積に占める
面積比率を示している内閣府（2012）(35)を参照した。（P.3.1-18，P.3.2-21参照）
 大すべり域：津波断層の平均すべり量の２倍，全体面積の20％程度（超大すべり域を含む）
 超大すべり域：津波断層の平均すべり量の４倍，全体面積の５％程度

• 大すべり域・超大すべり域の配置及び面積は，震源の全体的な破壊の動きをとらえていると考えられる長周期観測地震
動に基づいて推定された震源モデル（Wu et al.（2012）(62)）のすべり分布を参考に設定した。

（全域で地震モーメントを補正した特性化波源モデル）
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４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１３／２３）

3.11地震における宮城県沖の
破壊特性を考慮した特性化モデル

背景領域により地震モーメントを補正
した特性化モデル

すべり量(m) すべり量(m)

基本すべり域

大すべり域

超大すべり域

背景領域

大すべり域

超大すべり域

3.11地震における
宮城県沖の破壊特
性を考慮した特性

化モデル
（全域で地震モーメ
ントを補正した特性

化波源モデル）
【モデル化後の値】

備 考
【設計値】

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Ｍw 9.04 9.02

面積 S （km2） 107,357 ―

平均応力降下量 ⊿σ
（MPa）

3.13 ３

剛性率 μ （N/m2） 5.0×1010 ―

地震ﾓｰﾒﾝﾄＭo （N・m） 4.52×1022 4.33×1022

平均すべり量 Ｄ （m） 8.43 8.07

す
べ
り
量

基本すべり域(m)
(面積及び面積比率)

6.21
(85,165km2,79.3%)

6.21
(85,885km2,80%)

背景領域(m)
(面積及び面積比率)

大すべり域(m)
(面積及び面積比率)

12.42
(14,114km2,13.2%)

12.42
(16,104km2,15%)

超大すべり域(m)
(面積及び面積比率)

24.83
(8,078km2,7.5%)

24.83
(5,368km2,５%)

ライズタイム τ （s） 60 ―

3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（３／８）

• 「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化
モデル」及び「背景領域により地震モーメントを補正した
特性化モデル」のパラメータは以下のとおり。

特性化波源モデルのパラメータ

特性化波源モデルのパラメータ

岩手県沖南部から茨城県沖に設定（
P.4.1-14参照）

内閣府(2012)（35） 等に基づき3MPaに設定

地震波速度や密度に関する既往研究に基
づき5.0×1010に設定（土木学会（2016）
（59）等）

地震の規模に関するスケーリング則と地
震モーメントの式から算定

内閣府(2012)（35）を参照（P.4.1-14参照）

波源領域（断層面積：Ｓ）の設定

波源モデルの設定

平均応力降下量：⊿σの設定

剛性率：μの設定

平均すべり量：Ｄの設定

すべり量（超大すべり域，大すべり
域，背景すべり域）の設定

【設定根拠】
【設定フロー】

 
 SMD

SM







0

2323
0 716

（全域で地震モーメントを補正した特性化波源モデル）

背景領域により地震
モーメントを補正した

特性化モデル
（内閣府（2012）（35）に

基づくモデル）
【モデル化後の値】

備 考
【設計値】

9.04 9.02

107,357 ―

3.18 ３

5.0×1010 ―

4.59×1022 4.33×1022

8.55 8.07

5.04
(85,165km2,79.3%)

5.04
(85,885km2,80%)

16.14
(14,114km2,13.2%)

16.14
(16,104km2,15%)

32.28
(8,078km2,7.5%)

32.28
(5,368km2,５%)

60 ―

（内閣府（2012）（35）に基づくモデル）
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3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（４／８）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１４／２３）

• 3.11地震の震源付近の地殻変動量として，Fujiwara et al.(2011)(63)では，3.11地震前後の海底地形データの比較から，宮
城県沖の海溝軸付近において，水平方向に50～56m，上下方向（水平変位に伴う鉛直変位も含む）に11m（σ＝8.53）～16m（
σ＝9.35）の変位が生じたとされている。

調査位置図（Fujiwara et al.(2011) (63)）

地震時変位の概略断面図（図：(Ｄ)）

陸側斜面及び海側斜面の地震時の変位

3.11地震の地殻変動量（地球物理学的知見）

Fujiwara et al.(2011) (63)に一部加筆
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3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（５／８）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１５／２３）

• 各機関等で提案されている3.11地震に伴う津波の再現モデルのうち，津波波形等のインバージョン解析により作成した内閣
府（2012）(35)モデル，Satake et al.(2013)(57)による55枚モデルの地殻変動量から，大すべり域の破壊特性を考慮した際の
最大鉛直変位は12m程度であることが確認される。

すべり量分布（合計）

【内閣府（2012）モデル】（内閣府（2012）(35)）

【Satake et al.（2013）による55枚モデル】（Satake et al.（2013）(57)）

地殻変動量（上下動）の時間変化 地殻変動量分布(合計)

すべり量分布

(ライズタイム：300s)

すべり量の時間変化（ライズタイム：210s）

地殻変動量分布(合計)

3.11地震の地殻変動量（3.11地震に伴う津波の再現モデル）

• 以上の地球物理学的知見（P.4.1-16)及び再現モデルによる地殻変動量(上記）から，3.11地震による震源域の最大鉛直変位は12m程
度と考えられる。

内閣府(2012)モデル
Satake et al.(2013)による55枚モデル

最大鉛直変位量：12m程度

地殻変動量(断面図)(合計)

Ａ Ａ’

Ａ Ａ’

Ａ Ａ’
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3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（６／８）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１６／２３）

• 「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」の最大鉛直変位は12m程度（右図）であり，3.11地震
による震源付近の最大鉛直変位（12m，P.4.1-17参照）と整合的であることを確認した。

• 一方，「背景領域により地震モーメントを補正した特性化モデル」の最大鉛直変位は16m程度（右図）であり，3.11地震
による震源付近の最大鉛直変位（12m，P.4.1-17参照）に比べて大きく，整合性はやや劣ることを確認した。

3.11地震における宮城県沖の破壊特性を
考慮した特性化モデルの地殻変動量分布

(ライズタイム：300s相当)

背景領域により地震モーメントを
補正した特性化モデルの地殻変動量分布

(ライズタイム：300s相当)

地殻変動量(断面図)
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宮城県沖の大すべり域の破壊特性

を考慮した特性化モデル

背景領域の調整で設定した特性化

モデル

地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較

3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル
背景領域により地震モーメントを補正した特性化モデル

「 3.11地震における宮城県沖の破壊特性を
考慮した特性化モデル」の最大鉛直変位：
12m程度

Ａ ＡＡ’ Ａ’

Ａ Ａ’

「背景領域により地震モーメントを補正した特性化
モデル」の最大鉛直変位：16m程度

（全域で地震モーメントを補正した特性化波源モデル） （内閣府（2012）（35）に基づくモデル）
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3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（７／８）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１７／２３）

• 「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」による計算波形は，大すべり域周辺沿岸海域の観測波形
に見られる津波特性（津波水位，周期，津波の到達時間）と整合的であることを確認した。

• 一方，「背景領域により地震モーメントを補正した特性化モデル」は，周期，津波の到達時間の整合性は良いものの，津波
水位は相対的に大きく，整合性はやや劣ることを確認した。

：観測波形
：計算波形

：観測波形
：計算波形

大船渡

宮城北部沖GPS

宮城中部沖GPS
鮎川

比較位置
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水
位
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鮎川

5.33m(28.4分)

-2.80m(32.1分)

4.91m(32.7分)

-4.62m(35.7分)

10.00m(36.4分)

-8.88m(42.0分)

9.09m(38.0分)

-5.22m(46.9分)

6.53m(28.3分)

-3.39m(32.1分)

5.89m(32.6分)

-6.33m(35.8分)

13.40m(36.1分)

-11.28m(42.2分)

11.88m(37.7分)

-5.25m(46.6分)

背景領域により地震モーメントを
補正した特性化モデル

3.11地震における宮城県沖の破壊特性を
考慮した特性化モデル

沖合の観測波形（津波伝播）の比較

（全域で地震モーメントを補正した特性化波源モデル） （内閣府（2012）（35）に基づくモデル）
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3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（８／８）

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１８／２３）

• 「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」は，3.11地震の大すべり域の地殻変動量（プレー
ト境界の破壊）及び沖合の観測波形（津波伝播）について整合的に説明できるモデルであり，大すべり域の破壊特性
を適切に考慮できるモデルであることを確認した。

• 一方，「背景領域により地震モーメントを補正した特性化モデル」では，3.11地震の大すべり域の地殻変動量（プレ
ート境界の破壊）及び沖合いの観測波形（津波伝播）は相対的に大きく，整合性はやや劣ることを確認した。

• 以上より，「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」の設定は妥当であると判断する。

まとめ
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４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（１９／２３）

(1)すべり量強調モデル (2)分岐断層や海底地すべり等
が存在する可能性を考慮した
モデル

すべり量
(m)

すべり量
(m)

基本すべり域

大すべり域

超大すべり域

背景領域

大すべり域

超大すべり域

(1)すべり量
強調モデル

【モデル化後の値】

備 考
【設計値】

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ Ｍw 9.04 9.02

面積 S （km2） 107,357 ―

平均応力降下量 ⊿σ （MPa） 3.11 ３

剛性率 μ （N/m2） 5.0×1010 ―

地震ﾓｰﾒﾝﾄＭo （N・m） 4.49×1022 4.33×1022

平均すべり量 Ｄ （m） 8.37 8.07

す
べ
り
量

基本すべり域（m）
(面積及び面積比率)

7.69
(27,680km2,25.8%)

7.69
(32,207km2,30%)

背景領域（m）
(面積及び面積比率)

3.84
(57,485km2,53.5%)

3.84
(53,678km2,50%)

大すべり域（m）
(面積及び面積比率)

15.37
(14,114km2,13.2%)

15.37
(16,104km2,15%)

中間大すべり域（m）
(面積及び面積比率)

超大すべり域（m）
(面積及び面積比率)

30.74
(8,078km2,7.5%)

30.74
(5,368km2,５%)

ライズタイム τ（s） 60 ―

（補足）3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（１／４）

• 「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」に対し，更なる保守性を考慮することを目的として，以
下の２つの波源モデルを設定し，これらのモデルが「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」に対
して保守的設定となっていることを確認する。これにより「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル
を参考に設定した特性化モデル」に対し，「基準波源モデル③」及び「基準波源モデル④」が保守的設定となっていること
を確認する（本編資料P.2.3.1-6参照）。

(1) すべりの不確かさを踏まえ，超大すべり域等のすべり量を割り増した波源モデル（以下，「すべり量強調モデル」とい
う。）を設定した。すべり量の割り増しは，背景的領域にすべり量が小さな領域として，基本すべり域のすべり量の半分
のすべり量を全体面積の50％に対して考慮し設定した。

(2) (1)の波源モデルに対し，分岐断層や海底地すべりの影響を考慮した特性化波源モデル（以下，「分岐断層や海底地す
べり等が存在する可能性を考慮したモデル」という。）を設定した。

各波源モデルのパラメータ

(2)分岐断層や海底地すべり
等が存在する可能性を

考慮したモデル
【モデル化後の値】

備 考
【設計値】

9.04 9.02

107,357 ―

3.17 ３

5.0×1010 ―

4.58×1022 4.33×1022

8.53 8.07

7.34
(31,800km2,29.6%)

7.34
(32,207km2,30%)

3.67
(50,682km2,47.2%)

3.67
(53,678km2,50%)

14.67
(13,143km2,12.2%)

14.67
(10,736km2,10%)

22.01
(5,531km2,5.2%)

22.01
(5,368km2,５%)

29.35
(6,201km2,5.8%)

29.35
(5,368km2,５%)

60 ―

背景領域

中間大すべり域

基本すべり域

検討方針
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４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（２０／２３）

地殻変動量(断面図)

地殻変動量（プレート境界の破壊）の比較

3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル（P.4.1-15参照）

(1)すべり量強調モデル

(2)分岐断層や海底地すべり等が存在する可能性を考慮したモデル

最大鉛直変位：12m程度

Ａ Ａ’Ａ Ａ’

(1)すべり量強調モデルの地殻変動量分布
(ライズタイム：300s相当)

(2)分岐断層や海底地すべり等が存
在する可能性を考慮したモデルの
地殻変動量分布

(ライズタイム：300s相当)

最大鉛直変位：14m程度
最大鉛直変位：15m程度

Ａ Ａ’

• 「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」（P.4.1-15参照），「(1)すべり量強調モデル」及び「(2)分岐
断層や海底地すべり等が存在する可能性を考慮したモデル」（P.4.1-21参照）の地殻変動量を比較した結果， 「(1)すべり量強調
モデル」及び「(2)分岐断層や海底地すべり等が存在する可能性を考慮したモデル」の最大鉛直変動量は，「3.11地震における宮
城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」による最大鉛直変位（12m，P.4.1-17参照）を上回ることを確認した。

（補足）3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（２／４）
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４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（２１／２３）

沖合の観測波形（津波伝播）の比較
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6.39m(28.3分)

-3.15m(30.4分)

5.31m(32.6分)

-6.88m(35.9分)
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：観測波形
：計算波形

：観測波形
：計算波形

(2)分岐断層や海底地すべり等が存
在する可能性を考慮したモデル
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（参考）
3.11地震における宮城県沖の破壊特性を

考慮した特性化モデル

（P.4.1-19参照）

10.96m(37.8分)

-5.29m(46.8分)

(1)すべり量強調モデル

：観測波形

：計算波形

5.33m(28.4分)

-2.80m(32.1分)

4.91m(32.7分)

-4.62m(35.7分)

10.00m(36.4分)

-8.88m(42.0分)

大船渡

宮城北部沖GPS

宮城中部沖GPS
鮎川

比較位置

9.09m(38.0分)

-5.22m(46.9分)

• 「(1)すべり量強調モデル」及び「(2)分岐断層や海底地すべり等が存在する可能性を考慮したモデル」（P.4.1-21参照）の計算津波
波形と3.11地震の大すべり域周辺沿岸海域の観測波形を比較した結果，これらの計算津波波形は観測波形に比べ相対的に大きいこと
を確認した（左図及び中央図参照）。

• 一方，「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」の計算波形と3.11地震の大すべり域周辺沿岸海域の観測波
形とは整合的である（右図参照）。

（補足）3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（３／４）
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４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（２２／２３）

• 「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」は，3.11地震の大すべり域の地殻変動量（プレート境
界の破壊）及び沖合いの観測波形（津波伝播）について整合的に説明できるモデルであり，大すべり域の破壊特性を適切
に考慮できるモデルであることを確認した。

• 一方，「(1)すべり量強調モデル」及び「(2)分岐断層や海底地すべり等が存在する可能性を考慮したモデル」の地殻変動
量（プレート境界の破壊）及び沖合の観測波形（津波伝播）は，「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性
化モデル」を上回ることを確認した。

• したがって，「(1)すべり量強調モデル」及び「(2)分岐断層や海底地すべり等が存在する可能性を考慮したモデル」は，
「3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデル」に対して保守的設定となっていることを確認した。

まとめ

（補足）3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮した特性化モデルによる再現性確認（４／４）
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【ステップ２】

三陸沖から根室沖のプレー
ト間地震の波源設定に【ス
テップ１】の考え方を反映

（１）十勝沖・根室沖から岩手県沖北部の

広域の津波特性を考慮した特性化モデル
（２）3.11地震における宮城県沖の破壊特性を考慮し

た特性化モデルを参考に設定した特性化モデル

【ステップ１】

3.11地震による津波等の再
現性を確認

（１）3.11地震における広域の
津波特性を考慮した特性化モデル

（２）3.11地震における宮城県沖の
破壊特性を考慮した特性化モデル

• 基準波源モデルの設定手順の妥当性を示すことを目的とし，3.11地震による津波等の再現性を踏まえた以下の検討を
行い，すべり領域の配置を設定する。
【ステップ１】 3.11地震の発生海域に，3.11地震の津波痕跡高等を再現できる特性化波源モデルを設定する。
【ステップ２】 【ステップ１】で設定した特性化波源モデル設定の考え方を，三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う

津波の波源モデルに反映し，特性化モデルを設定する。

（参考）3.11地震・津波の知見を反映したすべり領域の配置： 3.11地震による津波等の再現性

再現性確認対象

・波源の地殻変動量

・観測津波波形

沖合GPS波浪計：２箇所

陸上潮位計：２箇所

超大すべり域及び大す
べり域の配置・形状及
び面積比率を反映

⇒ この波源モデルに，
3.11地震を踏まえた更な
る保守性を考慮し，基準
波源モデル③④を設定

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の再現性確認（２３／２３）

（P.4.1-18，P.4.1-19参照）

4.1-25
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再現性確認対象

・広域の津波痕跡高

青森県北部～茨城県南部

既往津波高の数：約2,600個

（P.4.1-10参照）

超大すべり域及び大す
べり域の配置・形状及
び面積比率を反映

⇒この波源モデルに，日本
海溝・千島海溝島弧会合部
のテクトニクス的背景及び
地震学駅知見をを踏まえた
更なる保守性を考慮し，基
準波源モデル①を設定

すべり量（m） すべり量（m）

すべり量（m）

すべり量（m）



（余白）
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基準波源モデル⑤⑥が分岐断層の影響も考慮されたモデルとなっていることを確認するため，分
岐断層に関する検討を実施した。

４-２．分岐断層に関する検討（１／５）
4.2-2第949回審査会合
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分岐断層に関する知見の整理（１／３）：分岐断層の分布

• 南海トラフの地下構造は，フィリピン海プレートが日本列島の下に沈み込み，付加体※が発達しているとされている。

※海洋プレートが陸側のプレートの下に沈み込む際に海洋底堆積物が陸側に押しつけられ，くさび状に堆積物が厚くなっている場所。

• 紀伊半島沖熊野灘付近における付加体の底面にはプレート境界断層とそこから枝分かれする分岐断層が存在する。ま
た，同分岐断層は，たとえば1944年の東南海地震時に津波を引き起こした要因と考えられているとされている。

JAMSTEC(2007)（64）,(2011)（65）による

一方，日本海溝沿い及び千島海溝沿いについては，南海トラフのように海底下の地質構造と関連付けた津波を発生させ
る分岐断層の存在を示す文献は確認されない。

三次元反射法音波探査による地質構造

調査範囲 地質構造図
黒枠：調査範囲
赤枠：右図(図化範囲（矢印は視線方向））

巨大分岐断層

海側 陸側

４-２．分岐断層に関する検討（２／５）

JAMSTEC（2007）（64）に一部加筆

4.2-3第949回審査会合
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• 杉野ほか（2013）（36）では，3.11地震に伴う津波の沖合い観測波形に見られた短周期と長周期の異なる性質の波形のうち，
短周期波形の発生要因として分岐断層の可能性を考慮して津波波源モデルを設定している※。

杉野ほか（2013）（36）より

津波波源モデルの小断層の配置

４-２．分岐断層に関する検討（３／５）

分岐断層に関する知見の整理（２／３）：津波波源モデル

※「ただし，最新の調査によるとこの部分ではプレート境界が滑ったとする報告があり，分岐
断層によるものではない可能性もあることを付け加えておく。」とも記載されている。

4.2-4第949回審査会合
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分岐断層に関する知見の整理（３／３）：波源特性

• 奥村・後藤（2013）（66）による南海トラフの熊野灘外縁部に認められる分岐断層に係る断層破壊シミュレーション※１，並
びに同シミュレーションから得られる地殻変動の最終変位を波源の初期波形とした津波伝播シミュレーション※２から，分
岐断層に伴う特性は以下のとおり整理される。

 分岐断層破壊シナリオに伴う津波は，プレート境界破壊シナリオに伴う津波よりも周期（波長）が短い。

・これは，分岐断層破壊シナリオの方が，周期特性が比較的顕著に現れる海溝沿いにおける隆起域の距離が短い（断層幅が狭
い）ためと考えられる。

地殻の上下変動の比較

※１：動力学モデル（断層に働く応力状態，断層面の摩擦
特性をモデル化し，すべりそのものを力学に基づいて
発生させる方法）を用いて実施。
ここでは，分岐断層以浅のプレート境界に破壊が伝
播する場合（プレート境界破壊シナリオ）と，分岐断層
に破壊が伝播する場合（分岐断層破壊シナリオ）をそ
れぞれ独立に取り扱っている。

※２：非線形長波理論を用いて実施，空間格子間隔：50m，
時間格子間隔：0.1秒，計算時間：1.5時間。

地質構造モデル

シミュレーション結果

海面の最大変位分布

：プレート境界モデル
：分岐断層モデル

分岐断層破壊シナリオ

付加体

分岐断層の分岐点6゜

10゜分岐点以浅におけるプレート
境界面の平均傾斜角

分岐点以深におけるプレー
ト境界面の平均傾斜角

分岐断層の平均傾斜角：14°

４-２．分岐断層に関する検討（４／５）

奥村・後藤（2013）（66）に一部加筆

分岐断層破壊シナリオでは，プレ
ート境界破壊シナリオに比べ短
波長の地殻変動が卓越する。

津波についても分岐断層破壊シ
ナリオでは，プレート境界破壊シ
ナリオに比べ短波長の波形が卓
越する。

プレート境界破壊シナリオ

4.2-5第949回審査会合
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基準波源モデル⑥

・基準波源モデル⑤及び基準波源モデル⑥の波源域地殻変動量は以下の図に示すとおりであり，基準波源モデル⑥では，下
記のとおり基準波源モデル⑤に比べて，分岐断層の影響をより反映したモデルとなっている。
 基準波源モデル⑤及び基準波源モデル⑥共に超大すべり域が浅部に設定されていることから，奥村・後藤（2013）（66）

の分岐断層破壊シナリオに伴う地殻変動（浅部で短波長成分が卓越）に類似する形の地殻変動が考慮されている。
 さらに，基準波源モデル⑥は基準波源モデル⑤に比べ，海溝軸付近の短波長の隆起量がより強調されている。

基準波源モデル⑤
すべり量分布

すべり量分布

地殻変動量分布

地殻変動量分布

Ａ

Ａ’
超大すべり域

大すべり域

基本すべり域

背景領域

Ａ

Ａ’

すべり量
（m）

すべり量
（m）

４-２．分岐断層に関する検討（５／５）

分岐断層の影響考慮

超大すべり域

大すべり域

基本すべり域

-4

-2

0
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12

0 50 100 150 200 250 300 350 400
地
殻
変
動
量
（
ｍ
）

距離（ｋｍ）

地殻変動量の比較

基準波源モデル⑤

基準波源モデル⑥

Ａ Ａ’

・奥村・後藤（2013）（66）の分岐断層シナリオ
に伴う地殻変動の形に類似

・基準波源モデル⑥では，基準波源モデル⑤に
比べ，海溝軸付近の短波長成分がより強調さ
れている。
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・波源モデル設定の妥当性確認に関連し，世界のＭ９クラスの超巨大地震のライズタイムに関す
る知見を踏まえ，三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波の検討に関し，ライズタイム
が津波水位に与える影響について検討を実施した。

４-３．ライズタイムの影響検討（１／６）
4.3-2第949回審査会合
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世界のＭ９クラスの超巨大地震のライズタイム：3.11地震

４-３．ライズタイムの影響検討（２／６）

すべり量分布（合計）

【内閣府(2012)モデル】(内閣府（2012）(35)） 【Satake et al.(2013)による55枚モデル】（Satake et al.(2013）(57)）

すべり量の時間変化 すべり量分布（合計）

すべり量分布（合計）
(確定波源モデル)

すべり量の時間変化(確定波源モデル)

【杉野ほか(2013)モデル】（杉野ほか(2013)(36)） すべり量の時間変化

• 3.11地震に伴う津波の再現モデルのうち，津波波形等をインバージョンした内閣府(2012)モデル(35)，Satake et al.(2013)(57)

による55枚モデル及び杉野ほか(2013)（36）モデルのライズタイム※は以下のとおりである。
※大きなすべりを生じた領域における破壊開始から破壊終了までの時間。

モデル
ライズ
タイム

内閣府(2012)(35)

モデル
300s

Satake et al.
(2013)(57)モデル

210s

杉野ほか(2013)
（36）モデル

300s

3.11地震に伴う津波の
再現モデルのライズタイム

4.3-3第949回審査会合

資料2-2 P.4.3-3再掲

☆：震央



世界のＭ９クラスの巨大地震のライズタイム：2004年スマトラ～アンダマン地震

４-３．ライズタイムの影響検討（３／６）

2004年スマトラ～アンダマン沖地震の津波インバージョン結果
（Fujii and Satake(2007) (67)に一部加筆）

• Fujii and Satake(2007)（67）では，2004年スマトラ～アンダマン地震を対象として，破壊伝播速度(0.5km/s～3.0km/s)，ラ
イズタイム(60s～180s)を変化させた津波波形のインバージョン解析を実施して，2004年スマトラ～アンダマン地震の再現
モデルを策定している。

• 検討の結果，破壊伝播速度を1.0km/s，ライズタイム※を180sとした場合に，最も観測結果が一致しているとしている。
※各断層ブロックの破壊開始から破壊終了までの時間。

4.3-4第949回審査会合

資料2-2 P.4.3-4再掲

Star shows the mainshock epicenter. Circles indicate aftershocks within one day after the mainshock.



パラメータスタディ（１／３）：検討範囲の設定

４-３．ライズタイムの影響検討（４／６）

• ライズタイムが津波評価に与える影響を把握するために，ライズタイムに対するパラメータスタディを実施した。
• パラメータスタディの検討範囲は，国内外で発生した巨大地震のライズタイムに関する知見収集結果等を踏まえ以下のとお

り設定した。

地震 ライズタイム 備考

3.11地震 210s～300s
大きなすべりを生じた領域における破
壊開始から破壊終了までの時間

2004年スマトラ～アンダマン地震 180s
各ブロックの破壊開始から破壊終了ま
での時間

基本ケース
パラメータスタディ範囲

（追加検討ケース）

60s 90s，120s，180s，300s

国内外で発生した巨大地震のライズタイム

パラメータスタディ範囲の設定

三陸沖から根室沖のプレート間地震
（基準津波の策定で検討）

60s 内閣府（2012）（35）より設定

4.3-5第949回審査会合

資料2-2 P.4.3-5再掲



パラメータスタディ（２／３）：検討対象ケース

４-３．ライズタイムの影響検討（５／６）

最大水位上昇ケース
・基準波源モデル⑥
・ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置：S1を北方へ10km移動
・破壊開始点d
・破壊伝播速度2.0km/s

波源モデル

S1のアスペリティ位置：

最大水位下降ケース
・基準波源モデル③
・ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置：基準配置を南方へ40km移動
・破壊開始点a
・破壊伝播速度2.0km/s

波源モデル

N

すべり量
(m)

破壊開始点a

大間原子力発電所

基準配置のアスペリティ位置：

基本ケース
パラメータスタディ範囲

（追加検討ケース）

60s 90s，120s，180s，300s

パラメータスタディ範囲の設定

• パラメータスタディの対象ケースは，三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波のうち，最大水位上昇ケース及び最
大水位下降ケースとした。

すべり量
（m）

S1を北方へ10km

破壊開始点

d

N

大間原子力発電所

4.3-6第949回審査会合
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• ライズタイムが敷地の津波評価に与える影響検討結果は以下のとおり。
• 上昇側，下降側共，ライズタイムが長いケースの水位変動量は，基本ケース（60s）の水位変動量に比べ小さくなることを

確認した。
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7
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敷
地
に

お
け

る
最

大
水

位
上

昇
量

（
m
）

ライズタイム（s）

※ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの位置：S1を北方へ10km移動
基準波源モデル⑥
破壊伝播速度：2.0km/s，破壊開始点：d

上昇側

変動幅:1.25m

3.69

2.44

パラメータスタディ（３／３）：検討結果

４-３．ライズタイムの影響検討（６／６）

項目 基本ケース 変動範囲 ケース数

ライズタイム 60s 90s，120s，180s，300s ５

パラメータスタディ範囲の設定

変動幅:1.29m

－2.24
※ｱｽﾍﾟﾘﾃｨの位置：南方へ40km移動

基準波源モデル③
破壊伝播速度：2.0km/s，破壊開始点：a

－3.53

ライズタイムの影響
下降側

評価
区分

タイプ
アスペリティ

の位置
破壊伝播

速度
破壊

開始点
ライズ
タイム

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

上
昇
側

基
準
波
源
モ
デ
ル
⑥

S1を
北方へ

10km移動
2.0km/s d

60ｓ 3.69m －2.39m

90ｓ 3.62m －2.35m

120ｓ 3.50m －2.28m

180ｓ 3.18m －2.16m

300ｓ 2.44m －1.89m

下
降
側

基
準
波
源
モ
デ
ル
③

南方へ
40km移動

2.0km/s a

60ｓ 3.47m －3.53m

90ｓ 3.47m －3.43m

120ｓ 3.42m －3.31m

180ｓ 3.27m －3.00m

300ｓ 3.02m －2.24m

ライズタイムの影響検討結果

4.3-7第949回審査会合

資料2-2 P.4.3-7再掲

:最大水位上昇ケース

:最大水位下降ケース



（余白）

4.3-8



目 次

：本資料でのご説明範囲

１．津波堆積物調査（現地調査）

２．日本海東縁部に設定された地方自治体による波源モデル

３．2011年東北地方太平洋沖地震を始めとするＭ９クラスの超
巨大地震から得られた知見

３-１．2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見

３-２．世界のＭ９クラスの超巨大地震から得られた知見の
整理

３-３．まとめ

４．三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波

４-１．2011年東北地方太平洋沖地震による津波等の

再現性確認

４-２．分岐断層に関する検討

４-３．ライズタイムの影響検討

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認

５．チリ沖に想定される地震に伴う津波の影響検討

６．陸上の斜面崩壊に起因する津波

６-１．地すべり地形分布図

６-２．二層流モデルの適用性について

７．海底地すべりに起因する津波

７-１．急傾斜部を対象とした地形判読

７-２．海底地すべり海上音波探査記録

７-３．海底地すべり地形崩壊量算定

７-４．ハワイ付近の海底地すべりの影響について

８．火山現象に起因する津波

８-１．kinematic landslideモデルによる追加検討

９．津波発生要因の組合せに関する検討

９-１．組合せ対象地すべりエリアの選定

９-２．線形足し合せ評価位置の検討

10．津軽海峡・発電所専用港湾及び津波の周期特性

10-１．検討方法

10-２．日本海側からの津波に対する検討

10-３．太平洋側からの津波に対する検討

10-４．まとめ

11．津波の伝播特性について

4.4-1



• 本編資料では，基準波源モデル①～⑥を，3.11地震・津波の再現性を考慮した基準波源モデル（基準波源モデル①～④）
及び津軽海峡内及び大間専用港湾に特化した津波挙動を考慮した基準波源モデル（基準波源モデル⑤⑥）のそれぞれの
概略パラメータスタディ最大ケースを対象に，詳細パラメータスタエディを実施し，敷地への影響が最も大きくなるケースを抽
出した。

• ここでは，基準波源モデル①～⑥のそれぞれの概略パラメータスタディ最大ケース（全ケース）を対象に詳細パラメータスタ
ディを実施し，本編資料で抽出した敷地への影響が最も大きくなるケースの妥当性を示す。

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（１／１４）

コメントNo.S5-45検討方針

モデル パラメータスタディ
敷地における
最大水位上昇量

取水口スクリーン室前面における
最大水位下降量

3.11地震・津波の再現性等を
考慮した基準波源モデル

（基準波源モデル①②③④）

概略パラメータスタディ 3.62m －3.49m

詳細パラメータスタディ 3.62m
－3.53m

（基準波源モデル③）

津軽海峡内及び大間専用港湾
に特化した津波挙動を考慮し

た基準波源モデル
（基準波源モデル⑤⑥）

概略パラメータスタディ 3.59m －2.94m

詳細パラメータスタディ
3.69m

（基準波源モデル⑥）
－3.11m

三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波検討結果 （本編資料P.2.3.1-137参照）

4.4-2



４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（２／１４）
4.4-3

基準波源
モデル

アスペリティの
位置

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

AI TN

基準波源
モデル
①－１

北方へ
約20km

東方へ約10km 2.43m －2.07m

基準位置 2.49m －1.88m

西方へ約10km 2.55m －1.80m

西方へ約20km 2.53m －1.92m

北方へ
約10km

東方へ約10km 2.30m －2.00m

基準位置 2.39m －1.97m

西方へ約10km 2.50m －2.04m

西方へ約20km 2.51m －2.15m

基準位置

東方へ約10km 2.15m －1.96m

基準位置 2.26m －1.92m

西方へ約10km 2.30m －1.95m

西方へ約20km 2.29m －2.03m

南方へ
約10km

東方へ約10km 2.06m －2.05m

基準位置 2.17m －1.92m

西方へ約10km 2.07m －2.00m

西方へ約20km 2.22m －2.07m

基準波源
モデル
①－２

東方へ約150km 1.48m －1.32m

東方へ約140km 1.44m －1.33m

東方へ約130km 1.39m －1.37m

東方へ約120km 1.33m －1.40m

東方へ約110km 1.36m －1.54m

東方へ約100km 1.46m －1.58m

東方へ約90km 1.55m －1.58m

東方へ約80km 1.44m －1.64m

東方へ約70km 1.46m －1.68m

東方へ約60km 1.52m －1.64m

東方へ約50km 1.70m －1.55m

東方へ約40km 1.92m －1.41m

東方へ約30km 2.06m －1.38m

東方へ約20km 2.02m －1.33m

東方へ約10km 2.07m －1.34m

基準位置 2.19m －1.39m

西方へ約10km 2.07m －1.61m

西方へ約20km 2.20m －1.95m

基準波源モデル①－１，①－２：概略パラメータスタディ

基準波源モデル①－１及び①－２に対する概略パラメータスタディの結
果は以下のとおりである。（詳細は、本編資料P.2.3.1-103，P.2.3.1-
104参照）

概略パラメータスタディ結果一覧

: 概略パラスタ 最大水位上昇ケース

: 概略パラスタ 最大水位下降ケース

基準配置のアスペリティ位置：AI：青森県東方沖及び岩手県沖北部の超大すべり域
TN：十勝沖及び根室県沖の超大すべり域

基準配置のアスペリティ位置：

大間原子
力発電所

納沙布断
裂帯

島弧会合部

千島前弧スリバー
北東端

すべり量
（m）

最大水位上昇及び下降ケース
・基準波源モデル①－２
・アスペリティ位置：西方へ20km移動

N

すべり量

（m）

大間原子力
発電所

TN

AI

納沙布断裂帯

島弧会合部

N

コメントNo.S5-45

最大水位上昇ケース
・基準波源モデル①－１

・アスペリティ位置：AIを北方へ20km移動
TNを西方へ10km移動

最大水位下降ケース
・基準波源モデル①－１
・アスペリティ位置：AIを北方へ10km移動

TNを西方へ20km移動

ｖ

TN

AI

すべり量

（m）

N

納沙布断裂帯

島弧会合部

大間原子力
発電所



項目 変動範囲 備考

破壊開始点

青森県東方沖及び岩手県沖北部
プレート境界面深度20kmを基本として，大す
べり域の「南端:a」，「中央部:c」（超大すべ
り域深部下端に相当），不確かさ考慮として，
「超大すべり域中央部：d」に1箇所配置

十勝沖及び根室沖
プレート境界面深度20kmを基本として，大す
べり域の「北端:e」，「中央部:f」（超大すべ
り域深部下端に相当），不確かさ考慮として，
「超大すべり域中央部：g」に1箇所配置

日本海溝と千島海溝の境界上:b
計７箇所

右図のとおり設定

破壊伝播速度

・1.0km/s
・2.0km/s
・2.5km/s
・∞※（基準：概略パラスタケース）

※∞は全域同時に破壊開始

1.0km/s：Fujii and Satake（2007）
(67) による2004年インド洋
津波を再現する最適値

2.0km/s：Satake et al.（2013）(57)

による2011年東北地方太平
洋沖地震再現モデル

2.5km/s：内閣府（2012）（35）の南海
トラフ大地震モデル

ライズタイム ・60s（基準：概略パラスタケース）

世界のＭ９クラスの超巨大地震から
得られたライズタイムに関する知見
及びそれらを踏まえた影響検討を考
慮して60秒固定とした。
（補足説明資料「４－３.ライズタイ
ムの影響検討」参照）

詳細パラメータスタディ

• 基準波源モデル①－１及び①－２における概略パラメータスタディの結果から敷地における最大水位変動量は上昇側，下降
側ともに基準波源モデル①－１によるものが大きいため，基準波源モデル①－１の概略パラメータスタディの最大ケースに
対し，以下に示す破壊開始点，破壊伝播速度及びライズタイムを組合せた検討を実施した。

基準波源モデル①：詳細パラメータスタディ（１／２）

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（３／１４）

検討ケース

コメントNo.S5-45

4.4-4

N

d

b

c

a

大間原子力
発電所

破壊開始点

基準波源モデル①－１
概略パラスタ最大ケース

（代表として上昇側最大ケースを例示）

すべり量
（m）

ef

g



４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（４／１４）
4.4-5

詳細パラメータスタディ結果一覧
（基準波源モデル①－１）

基準波源モデル①－１に対する詳細パラメータスタディの
結果は以下のとおりである。

タイプ
アスペリティ

の位置

ライズ

タイム

破壊伝播

速度

破壊

開始点

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
①
ー
１

基準配置を

AIを北方へ

10km，

TNを西方へ

20km

60ｓ

1.0km/s

a 2.22m －1.99m
b 2.22m －1.96m
c 2.10m －1.77m
d 2.42m －2.16m
e 2.88m －2.12m

f 2.92m －2.13m

g 3.00m －2.12m

2.0km/s

a 2.26m －2.19m
b 2.37m －2.09m
c 2.18m －2.18m
d 2.43m －2.33m
e 2.75m －1.97m

f 2.82m －2.13m

g 2.89m －2.08m

2.5km/s

a 2.31m －2.24m
b 2.40m －2.11m
c 2.25m －2.21m
d 2.41m －2.32m
e 2.69m －2.04m

f 2.73m －2.16m

g 2.79m －2.13m
- ∞ - 2.51m －2.15m:上昇側最大ケース :下降側最大ケース

N

下降側
大間原子力発電所

最大ケース波源モデル（基準波源モデル①－１）

d

破壊開始点

すべり量
（m）

上昇側

すべり量
（m）

基準波源モデル①：詳細パラメータスタディ（２／２）

検討結果

コメントNo.S5-45

上昇側

下降側

タイプ
アスペリティ

の位置

ライズ

タイム

破壊伝播

速度

破壊

開始点

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
①
ー
１

基準配置を

AIを北方へ

20km，

TNを西方へ

10km

60ｓ

1.0km/s

a 2.26m －2.22m
b 2.45m －1.70m
c 2.17m －1.96m
d 2.55m －1.99m
e 2.78m －1.88m

f 2.82m －1.84m

g 2.79m －1.79m

2.0km/s

a 2.19m －1.81m
b 2.45m －1.61m
c 2.22m －1.82m
d 2.50m －1.87m
e 2.57m －1.78m

f 2.67m －1.81m

g 2.68m －1.88m

2.5km/s

a 2.24m －1.80m
b 2.46m －1.65m
c 2.30m －1.74m
d 2.50m －1.89m
e 2.58m －1.77m

f 2.66m －1.81m

g 2.68m －1.88m
- ∞ - 2.55m －1.80m

大間原子力発電所

f

破壊開始点

N



（余白）

4.4-6



基準波源モデル②～④に対する概略パラメータスタディの結果は以
下のとおりである。 （詳細は、本編資料P.2.3.1-105～P.2.3.1-
107参照）

大間原子力
発電所

すべり量
（m）

概略パラメータスタディ結果一覧

: 概略パラスタ 最大水位上昇ケース

: 概略パラスタ 最大水位下降ケース
基準配置のアスペリティ位置：

基準波源モデル
アスペリティの

位置
最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基準波源モデル②

北方へ50km 2.98m －2.22m

北方へ40km 3.18m －2.24m

北方へ30km 3.43m －2.70m

北方へ20km 3.49m －2.81m

北方へ10km 3.50m －2.90m

基準位置 3.52m －3.01m

南方へ10km 3.48m －2.95m

南方へ20km 3.50m －3.01m

南方へ30km 3.55m －3.01m

南方へ40km 3.62m －3.04m

南方へ50km 3.57m －2.93m

基準波源モデル③

北方へ50km 3.08m －2.33m

北方へ40km 3.15m －2.63m

北方へ30km 3.22m －2.92m

北方へ20km 3.29m －3.09m

北方へ10km 3.29m －3.24m

基準位置 3.33m －3.36m

南方へ10km 3.50m －3.43m

南方へ20km 3.57m －3.41m

南方へ30km 3.56m －3.44m

南方へ40km 3.50m －3.49m

南方へ50km 3.34m －3.28m

基準波源モデル④

北方へ50km 3.17m －3.36m

北方へ40km 3.34m －3.35m

北方へ30km 3.48m －3.37m

北方へ20km 3.55m －3.47m

北方へ10km 3.57m※ －3.38m

基準位置 3.57m※ －3.24m

南方へ10km 3.57m※ －3.26m

最大水位上昇ケース
・基準波源モデル③
・アスペリティ位置：南方へ20km移動

最大水位上昇ケース
・基準波源モデル④
・アスペリティ位置：南方へ10km移動

最大水位上昇および水位下降ケース
・基準波源モデル②
・アスペリティ位置：南方へ40km移動

最大水位下降ケース
・基準波源モデル③
・アスペリティ位置：南方へ40km移動

最大水位下降ケース
・基準波源モデル④
・アスペリティ位置：北方へ20km移動

大間原子力
発電所

大間原子力
発電所

大間原子力
発電所

大間原子力
発電所

基準波源モデル②～④：概略パラメータスタディ

N N

N N

すべり量
（m）

すべり量
（m）

N

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（５／１４）

コメントNo.S5-45

4.4-7

※:小数第３位まで考慮すると南方へ10㎞で最大。



項目 変動範囲 備考

破壊開始点

プレート境界面深度20kmを基本として，大すべり域
の「南端:a」，「北端:b」，「中央部:c」（超大す
べり域深部下端に相当）の３箇所配置
不確かさ考慮として，「超大すべり域中央部：d」
に1箇所配置

右図のとおり設定

破壊伝播速度

・1.0km/s
・2.0km/s
・2.5km/s
・∞※（基準：概略パラスタケース）

※∞は全域同時に破壊開始

1.0km/s：Fujii and Satake
（2007）(67) による2004年
インド洋津波を再現する最
適値

2.0km/s：Satake et al.（2013）(57)

による2011年東北地方太平
洋沖地震再現モデル

2.5km/s：内閣府（2012）（35）の南
海トラフ大地震モデル

ライズタイム ・60s（基準：概略パラスタケース）

世界のＭ９クラスの超巨大地震から
得られたライズタイムに関する知見
及びそれらを踏まえた影響検討を考
慮して60秒固定とした。
（補足説明資料「４－３.ライズタ
イムの影響検討」参照）

詳細パラメータスタディ

• 基準波源モデル②～④に対し，以下に示す破壊開始点，破壊伝播速度及びライズタイムを組合せた検討を実施した。

N

d

b

c

a

大間原子
力発電所

破壊
開始点

基準波源モデル②～④
概略パラスタ最大ケース

（代表として基準波源モデル②の
上昇側最大ケースを例示）

基準波源モデル②～④：詳細パラメータスタディ

検討ケース

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（６／１４）

コメントNo.S5-45

4.4-8



詳細パラメータスタディ結果一覧

上昇側および下降側

N

すべり量
(m)

同時破壊（破壊伝播を考慮しない）

上昇側

および

下降側

大間原子力発電所

最大ケースの波源モデル

（基準波源モデル②）

タイプ
アスペリティ

の位置

ライズ

タイム

破壊伝播

速度

破壊

開始点

最大水位

上昇量

最大水位

下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
②

基準配置を

南方へ

40km

60ｓ

1.0km/s

a 3.22m －2.89m

b 3.10m －2.48m

c 3.12m －2.83m

d 3.36m －2.38m

2.0km/s

a 3.48m －2.99m

b 3.37m －2.68m

c 3.31m －2.86m

d 3.53m －2.33m

2.5km/s

a 3.50m －3.00m

b 3.39m －2.74m

c 3.39m －2.86m

d 3.56m －2.48m

- ∞ - 3.62m －3.04m

:上昇側最大ケース :下降側最大ケース

基準波源モデル②に対する詳細パラメータスタディの結果は以下のとおりである。

基準波源モデル②：詳細パラメータスタディ

検討結果

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（７／１４）

コメントNo.S5-45

4.4-9



詳細パラメータスタディ結果一覧

タイプ アスペリティの位置
ライズ
タイム

破壊伝播
速度

破壊
開始点

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
③

基準配置を
南方へ
40km

60ｓ

1.0km/s

a 3.25m －3.42m
b 3.00m －2.74m
c 3.04m －3.06m
d 3.31m －2.36m

2.0km/s

a 3.47m －3.53m
b 3.28m －3.13m
c 3.32m －3.26m
d 3.44m －3.11m

2.5km/s

a 3.49m －3.52m
b 3.34m －3.21m
c 3.35m －3.29m
d 3.47m －3.21m

- ∞ - 3.50m －3.49m

上昇側

下降側

上昇側

N

すべり量
(m)

破壊開始点a

下降側
大間原子力発電所

最大ケースの波源モデル

（基準波源モデル③）

タイプ アスペリティの位置
ライズ
タイム

破壊伝播
速度

破壊
開始点

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
③

基準配置を
南方へ
20km

60ｓ

1.0km/s

a 3.16m －3.08m
b 3.23m －2.49m
c 3.10m －2.62m
d 3.30m －2.39m

2.0km/s

a 3.33m －3.32m
b 3.43m －2.97m
c 3.33m －3.04m
d 3.45m －3.03m

2.5km/s

a 3.42m －3.33m
b 3.47m －3.07m
c 3.38m －3.11m
d 3.50m －3.11m

- ∞ - 3.57m －3.41m

N

すべり量
(m)

大間原子力発電所

同時破壊（破壊伝播を考慮しない）

:上昇側最大ケース :下降側最大ケース

基準波源モデル③に対する詳細パラメータスタディの結果は
以下のとおりである。

基準波源モデル③：詳細パラメータスタディ

検討結果

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（８／１４）

コメントNo.S5-45

4.4-10



詳細パラメータスタディ結果一覧

タイプ アスペリティの位置
ライズ
タイム

破壊伝播
速度

破壊
開始点

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
④

基準配置を
北方へ
20km

60ｓ

1.0km/s

a 3.11m －3.26m
b 3.46m －2.79m
c 3.03m －2.78m
d 3.35m －3.10m

2.0km/s

a 3.33m －3.46m
b 3.62m －3.20m
c 3.35m －3.28m
d 3.50m －3.31m

2.5km/s

a 3.39m －3.47m※

b 3.63m －3.27m
c 3.43m －3.34m
d 3.53m －3.34m

- ∞ - 3.55m －3.47m※

上昇側

下降側

N

同時破壊（破壊伝播を考慮しない）

上昇側
大間原子力発電所

N

破壊開始点
a

下降側
大間原子力発電所

最大ケースの波源モデル

（基準波源モデル④）

（基準波源モデル④）

タイプ アスペリティの位置
ライズ
タイム

破壊伝播
速度

破壊
開始点

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
④

基準配置を
南方へ
10km

60ｓ

1.0km/s

a 3.16m －3.36m
b 3.06m －2.54m
c 2.99m －2.65m
d 3.28m －2.83m

2.0km/s

a 3.32m －3.39m
b 3.35m －2.89m
c 3.26m －2.99m
d 3.40m －3.05m

2.5km/s

a 3.34m －3.37m
b 3.38m －2.97m
c 3.34m －3.05m
d 3.44m －3.08m

- ∞ - 3.57m －3.26m

:上昇側最大ケース :下降側最大ケース

すべり量
(m)

すべり量
(m)

基準波源モデル④に対する詳細パラメータスタディの結果は
以下のとおりである。

基準波源モデル④：詳細パラメータスタディ

検討結果

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（９／１４）

コメントNo.S5-45

4.4-11

※:小数第３位まで考慮すると2.5㎞/sで最大。



（余白）

4.4-12



４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（１０／１４）
4.4-13

アスペリティの
位置

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基準波源
モデル⑤

北方へ200km(N3) 1.59m －1.38m

北方へ80km(N2) 1.53m －1.54m

北方へ40km(N1) 2.04m －2.26m

基準 2.83m －2.88m

南方へ40km(S1) 3.47m －2.55m

基準波源
モデル⑥

北方へ200km(N3) 1.36m －1.21m

北方へ80km(N2) 1.47m －1.51m

北方へ40km(N1) 2.18m －2.24m

基準 3.21m －2.74m

南方へ40km(S1) 3.50m －2.91m

アスペリティの
位置

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基準波源
モデル⑤

S1を北方へ30km 3.26m －3.03m

S1を北方へ20km 3.34m －3.02m

S1を北方へ10km 3.38m －2.81m

S1 3.47m －2.55m

基準波源
モデル⑥

S1を北方へ30km 3.44m －2.94m

S1を北方へ20km 3.55m －2.94m※

S1を北方へ10km 3.59m －2.82m

S1 3.50m －2.91m

※:小数第３位まで考慮すると，S1を北方へ20kmで最大

概略パラメータスタディ（ステップ１）結果一覧

概略パラメータスタディ（ステップ２）結果一覧

:概略パラスタ（ステップ２） 最大水位上昇ケース

:概略パラスタ（ステップ２） 最大水位下降ケース

:概略パラスタ（ステップ１） 最大水位上昇／下降ケース

すべり量
（m）

最大水位上昇ケース
・基準波源モデル⑤
・ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置：S1

最大水位下降ケース
・基準波源モデル⑤
・ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置：S1を北方へ30km移動

すべり量
（m）

基準波源モデル⑤⑥に対する概略パラメータスタディの結果は以
下のとおりである。 （詳細は、本編資料P.2.3.1-125参照）

基準波源モデル⑤⑥：概略パラメータスタディ

最大水位上昇ケース
・基準波源モデル⑥
・ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置：S1を北方へ10km移動

大間原子力発電所 大間原子力発電所

最大水位下降ケース
・基準波源モデル⑥
・ｱｽﾍﾟﾘﾃｨ位置：S1を北方へ20km移動

すべり量
（m）

すべり量
（m）

基準配置のアスペリティ位置：

N

N N

N

コメントNo.S5-45



項目 変動範囲 備考

破壊開始点

プレート境界面深度20km（大すべり域深部下端に相
当）を基本として，大すべり域深部下端の「南
端:a」，「北端:b」，「超大すべり域背後:c」，
「日本海溝と千島海溝の境界上:d」の４箇所配置
不確かさ考慮として，「大すべり域中央部：e」に1
箇所（超大すべり域深部下端に相当）配置

右図のとおり設定

破壊伝播速度

・1.0km/s
・2.0km/s
・2.5km/s
・∞※（基準：概略パラスタケース）

※∞は全域同時に破壊開始

1.0km/s：Fujii and Satake
（2007）(67) による2004年
インド洋津波を再現する最
適値

2.0km/s：Satake et al.（2013）(57)

による2011年東北地方太平
洋沖地震再現モデル

2.5km/s：内閣府（2012）（35）の南
海トラフ大地震モデル

ライズタイム ・60s（基準：概略パラスタケース）

世界のＭ９クラスの超巨大地震から
得られたライズタイムに関する知見
及びそれらを踏まえた影響検討を考
慮して60秒固定とした。
（補足説明資料「４－３.ライズタ
イムの影響検討」参照）

詳細パラメータスタディ

N

d
b

c

a

e

基準波源モデル⑤⑥

概略パラスタ最大ケース
（代表として基準波源モデル⑥の

上昇側最大ケースを例示）

大間原力
発電所

破壊
開始点

• 基準波源モデル⑤⑥に対し，以下に示す破壊開始点，破壊伝播速度及びライズタイムを組合せた検討を実施した。

基準波源モデル⑤⑥：詳細パラメータスタディ

検討ケース

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（１１／１４）

コメントNo.S5-45

4.4-14



４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（１２／１４）
4.4-15

詳細パラメータスタディ結果一覧

タイプ
アスペリティ
の位置

ライズ
タイム

破壊伝播
速度

破壊
開始点

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
⑤

S1 60ｓ

1.0km/s

a 3.13m －3.02m
b 2.70m －1.99m
c 2.64m －2.12m
d 2.57m －1.84m
e 2.60m －2.27m

2.0km/s

a 3.38m －2.88m
b 2.78m －2.04m
c 3.03m －2.34m
d 2.73m －2.13m
e 2.74m －2.35m

2.5km/s

a 3.42m －2.81m
b 2.97m －2.13m
c 3.15m －2.38m
d 2.91m －2.20m
e 2.84m －2.37m

∞ - 3.47m －2.55m

タイプ
アスペリティ
の位置

ライズ
タイム

破壊伝播
速度

破壊
開始点

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
⑤

S1を
北方へ
30km

60ｓ

1.0km/s

a 2.57m －2.76m

b 3.15m －2.50m

c 2.88m －2.41m

d 2.92m －2.43m

e 2.55m －2.44m

2.0km/s

a 2.85m －2.92m

b 3.26m －2.79m

c 2.93m －2.72m

d 2.93m －2.73m

e 2.82m －2.66m

2.5km/s

a 2.87m －2.95m

b 3.27m －2.84m

c 2.90m －2.78m

d 2.91m －2.78m

e 2.83m －2.73m

∞ - 3.26m －3.03m

上昇側

下降側

N
すべり量
(m)

大間原子力発電所

N
すべり量
(m)

下降側
大間原子力発電所

（基準波源モデル⑤）
最大ケースの波源モデル

上昇側

同時破壊（破壊伝播を考慮しない）

:上昇側最大ケース :下降側最大ケース

基準波源モデル⑤に対する詳細パラメータスタディの結果は
以下のとおりである。

基準波源モデル⑤：詳細パラメータスタディ

検討結果

コメントNo.S5-45
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詳細パラメータスタディ結果一覧

タイプ
アスペリティ
の位置

ライズ
タイム

破壊伝播
速度

破壊
開始点

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
⑥

S1を
北方へ
10km

60ｓ

1.0km/s

a 3.22m －3.13m
b 3.38m －2.10m
c 3.36m －2.32m
d 3.11m －2.22m
e 2.98m －2.69m

2.0km/s

a 3.46m －3.03m
b 3.63m －2.31m
c 3.63m －2.56m
d 3.69m －2.39m
e 3.53m －2.70m

2.5km/s

a 3.47m －2.99m
b 3.57m －2.40m
c 3.60m －2.61m
d 3.67m －2.47m
e 3.54m －2.72m

∞ - 3.59m －2.82m

タイプ
アスペリティ
の位置

ライズ
タイム

破壊伝播
速度

破壊
開始点

最大水位
上昇量

最大水位
下降量

基
準
波
源
モ
デ
ル
⑥

S1を
北方へ
20km

60ｓ

1.0km/s

a 2.97m －3.00m

b 3.61m －2.26m

c 3.22m －2.45m

d 3.28m －2.35m

e 3.03m －2.78m

2.0km/s

a 3.36m －3.11m

b 3.50m －2.60m

c 3.61m －2.74m

d 3.63m －2.67m

e 3.53m －2.81m

2.5km/s

a 3.41m －3.11m

b 3.46m －2.67m

c 3.59m －2.79m

d 3.61m －2.73m

e 3.54m －2.83m

∞ - 3.55m －2.94m

上昇側

下降側

N すべり量
(m)

破壊開始点
d大間原子力発電所

N すべり量
(m)

破壊開始点
a

下降側
大間原子力発電所

（基準波源モデル⑥）
最大ケースの波源モデル

上昇側

:上昇側最大ケース :下降側最大ケース

基準波源モデル⑥に対する詳細パラメータスタディの結果は
以下のとおりである。

基準波源モデル⑥：詳細パラメータスタディ

検討結果

４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（１３／１４）

コメントNo.S5-45
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４-４．動的破壊特性の不確かさの影響確認（１４／１４）
4.4-17

モデル パラメータスタディ
敷地における

最大水位上昇量
取水口スクリーン室前面における

最大水位下降量

基準波源モデル①※

概略パラメータスタディ 2.55m －2.15m

詳細パラメータスタディ 2.82m －2.33m

基準波源モデル②

概略パラメータスタディ 3.62m －3.04m

詳細パラメータスタディ 3.62m －3.04m

基準波源モデル③

概略パラメータスタディ 3.57m －3.49m

詳細パラメータスタディ 3.57m －3.53m

基準波源モデル④

概略パラメータスタディ 3.57m －3.47m

詳細パラメータスタディ 3.57m －3.47m

基準波源モデル⑤

概略パラメータスタディ 3.47m －3.03m

詳細パラメータスタディ 3.47m －3.03m

基準波源モデル⑥

概略パラメータスタディ 3.59m －2.94m

詳細パラメータスタディ 3.69m －3.11m

三陸沖から根室沖のプレート間地震に伴う津波検討結果

• 基準波源モデル①～⑥の概略パラメータスタディ最大ケースを対象に，動的破壊特性の不確かさを考慮した検討を実施し，
水位上昇側及び水位下降側の決定ケースが変わらないことを確認することを目的として，基準波源モデル①～⑥の概略パラ
メータスタディにおける最大水位上昇ケース及び最大水位下降ケースの全ケースを対象に詳細パラメータスタディを実施した。

• その結果，概略パラメータスタディにおける最大水位上昇ケース及び最大水位下降ケースとなる波源モデルのみを対
象に詳細パラメータスタディを実施して選定した決定ケースと本検討で選定した決定ケースとは同じであることが確認できた。

まとめ

※敷地への影響を考慮し，基準波源モデル①－１の検討結果を代表として記載。
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